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未曽有の大災害となった東日本大震災に対し、現クリーンセンターは、地震による直接の被

害はありませんでしたが、計画停電により地震発生時から数週間はごみ処理の継続に大きな影

響がありました。また今夏の電気事業法に基づく 15％以上の電力量削減については、ごみ処理

量の調整により 15％をクリアしているところです。市民の皆様におかれましては、節電ととも

に、引き続きごみ減量に協力をお願いいたします。平成 29 年度に稼動予定の新クリーンセン

ターでは、さらなる耐震性能を付与するとともに、ごみ発電の機能を持つことにより、災害時

にも継続的に稼動が可能な施設とすることを計画中です。 
 
ごみが増えるとその焼却のため CO2 が多く排出されるなど、ごみ処理は都市の大きな課題で

あり、地球温暖化を防ぐためにも、ごみ減量が必要です。平成 19 年度、年間 3 万 5 千トンあ

った焼却ごみが、現在年間 3 万２千トンに減少しましたが、新施設稼動の平成 29 年度には 3
万トンに減らすことを前提に計画を進めています。現在リサイクルが推進され、市の焼却ごみ

量は減少しつつありますが、ごみの総量自体はあまり減少しておらず、リサイクルにかかるエ

ネルギーとコストは増大しています。ごみの収集運搬、クリーンセンターでの処理、資源化処

理、焼却灰の処理などすべてのごみ処理費用は年間 35 億円となり、市民一人当たりで換算す

ると２万６千円にもなります。さらに、新施設の建設にも大きな費用が必要となります。これ

らは当然、必要な経費ではありますが、ごみの減量、適正な分別によって、経費は縮減できる

と考えております。このことを市民の皆様が十分ご理解をいただいた上、新施設の建設計画が

全市民的課題であるということを前提に、ごみ減量に協力いただきますことをお願い申し上げ

ます。 
 
さらに、新施設稼働後、しかるべき時期には、ごみの減量、技術革新、社会環境の変化など

により、広域化や分散化が可能になることも想定されます。今後、分散処理や他自治体との共

同処理の可能性を模索しながら、さらなるごみ減量・資源化に向けた取り組みについて具体的

な検討を行い、実現に向けた事業につなげてまいります。 
 
市では、「新武蔵野クリーンセンター（仮称）施設基本計画策定委員会」より 3 月にいただいた

提言を尊重した上で、基本計画を決める前に案の段階で説明会を開催し、ご意見等をいただき、

これらのご意見等を踏まえ、「新武蔵野クリーンセンター（仮称）施設基本計画」を策定いたし

ました。今後は、この基本計画に基づき、事業者を決める手続きに入ってまいります。また、

「新武蔵野クリーンセンター（仮称）施設・周辺整備協議会」を再設置し、引き続き、施設・周

辺整備の協議をしてまいります。 
 
新施設については、市が全力を尽くし最新の技術の粋を集めて最善のものを建設するととも

に、このエリア全体が緑と一体化したより魅力的な景観を創出し、周辺住民の方々をはじめ、

武蔵野市民にとって誇りとなる施設を建設してまいります。    
 
   平成２３年 ７月 

武蔵野市長 邑上守正 

 

はじめに 



2 

１.「精密機能検査」（平成18年2月）   

武蔵野クリーンセンター（以下「現施設」という）の「精密機能検査」を実施し、平成26年度か

ら平成30年度の間での抜本的な大規模改修か建て替えが不可欠との調査結果を得た。 

２.「第四期長期計画・調整計画」（平成20年3月）   

ごみ処理施設の計画・整備は８～10年の期間を要する。そのため「第四期長期計画・調整計画」に

おいて、「持続可能な都市の形成」を目指す主要施策項目として「クリーンセンター建て替え計画の

検討」を具体的に打ち出した。 

３.「一般廃棄物（ごみ）処理基本計画」（平成20年3月）  

「一般廃棄物（ごみ）処理基本計画」においても、「中間処理施設（現施設）の更新」と明確に位

置付けた。 

４.「（仮称）新武蔵野クリーンセンター施設基本構想」（平成20年6月） 

「（仮称）新武蔵野クリーンセンター施設基本構想」では、新たな施設に関連する課題を整理し、

その後の議論を市民参加による委員会で行うこととした。 

５．「（仮称）新武蔵野クリーンセンター施設まちづくり検討委員会」（平成20年8月～平成21年6月） 

市民参加による「（仮称）新武蔵野クリーンセンター施設まちづくり検討委員会」（「以下「検討

委員会」という）において、「新施設の整備用地」「新施設の在り方」「新施設の周辺のまちづくり」

の検討事項３点について、延べ16回の委員会と16回の小委員会・作業部会での議論を重ね、新クリー

ンセンター（以下「新施設」という）建設に向けた第一段階の道筋を立てた提言が出された。 

６．「市の基本的な考え方（案）」（平成２１年９月） 

７．「市の基本的な考え方」（平成２１年１２月） 

検討委員会の提言を受け、「市の基本的な考え方（案）」をまとめ、説明会を開催し、パブリック

コメント（市民意見）を募集した。これらの意見等を踏まえ、市の責任において周辺住民の皆様のご

理解とご協力により、現施設の敷地内東側に建設することを「市の基本的な考え方」としてまとめた。 

８．「新武蔵野クリーンセンター（仮称）施設基本計画策定委員会」（平成 22年 3月～平成 23年 3月） 

「市の基本的な考え方」を基本に、次の市民参加による「新武蔵野クリーンセンター（仮称）施設

基本計画策定委員会」（「以下「策定委員会」という）を設置し、施設の基本仕様（施設規模・公害防

止基準・処理設備・煙突高さ・発電効率＊等）、環境影響調査計画、概算事業費・事業手法などにつ

いて、延べ13回の委員会と12回の作業部会での議論を重ね、本年３月に提言が出された。 
９.「新武蔵野クリーンセンター（仮称）施設・周辺整備協議会」（平成22年3月～平成23年3月） 

策定委員会と並行して、「新武蔵野クリーンセンター（仮称）施設・周辺整備協議会」（「以下「施

設・周辺整備協議会」という）を設置し、新施設の建設にあたり、新施設の備えるべき機能、周辺

地域のまちづくり等について必要な事項を延べ 12回の協議会の議論を重ね、本年３月に提言をまと

めた。 

10．「新武蔵野クリーンセンター（仮称）施設基本計画（案）」（平成２３年５月） 

市として、策定委員会による提言を最大限尊重し、「新武蔵野クリーンセンター（仮称）施設基

本計画（案）」（以下「基本計画（案）」という）をまとめ、説明会を開催し、パブリックコメン

ト（市民意見）を募集した。 
11．「新武蔵野クリーンセンター（仮称）施設基本計画」（平成２３年７月） 

基本計画（案）を基本として、市民意見等の中で説明が不足している部分を付け加え、具体

的な今後の進め方を盛り込み、パブリックコメント（市民意見）を添えて、「新武蔵野クリーン

センター（仮称）施設基本計画」（以下「基本計画」という）として策定した。

新武蔵野クリーンセンター（仮称）施設基本計画策定に至る経過 
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１．策定委員会提言から基本計画策定への考え方 

策定委員会は、平成 22 年２月に設置され、従来からの「市民参加方式」の考え方を継承し、専

門家の助言を受けながら１年余りの検討を進めて、新たに市役所北エリアに建設されるごみ処理

施設の全体像として、次の５つの項目について提言があった。 
 

① ごみ処理施設の基本仕様 

② 施設建設用地の使い方（施設配置・動線） 

③ 周辺地域での生活環境調査の基準と具体的内容 

④ 施設の建設・運営方式の選択と整備事業費の概算 

⑤ 次世代型環境文化施設としての機能付加の考え方 
 

提言は、技術面、安全面、安定面、環境面、コスト面などの観点から検討がなされた。市は、

この５つの項目の提言を最大限尊重し、「ごみ処理施設の基本仕様」、「施設配置・動線計画」、「概

算事業費と事業手法」、「生活環境影響調査計画」を基本計画とした。 

２．新施設建設計画を進めるための基本方針 

策定委員会では、「新施設検討にあたって、市街地にある施設として『安全・安心』が前提条

件であることは現施設建設時から変わっていないが、生活環境の変化とともに『安全・安心』だ

けでなく、以下の４つの新たな考え方も重要な条件である」とし、計画検討の姿勢とした。 
 
①ごみ問題解決への長期的・広域的視野の共有と市民の積極的な関わりの促進 

②地球環境、広域的な環境に及ぼす影響への最大限の配慮 

③適切な技術革新・先進事例成果の取り入れと建設・運営コスト削減への努力 

④施設周辺の地域社会と暮らし、今後のまちづくりへの重点的配慮     【資料１ P35】 
 
本基本計画おいて、策定委員会の「計画検討の姿勢」の考えを継承し、次の 5項目を「新施設

建設計画を進めるための基本方針」とする。 

   

（１）「市民参加方式」の継続 

現施設建設計画から武蔵野方式とされてきた「市民参加方式」の土壌から、策定委員会が技術

的な分野や事業性の分野に至る地点まで踏み込んだ検討の姿勢は意義あるものであり、新施設建

設計画を進めていく上で、今後も「市民参加方式」で進めていく。 

 

（２）「地球環境の保全」およびコストパフォーマンスに配慮した安全・安心な施設づくり 

現時点で最高水準の排ガス自主規制値を設定するが、現代の大きな課題である「地球環境の保

全」にも最大限配慮する。「安全・安心」の限りない追求は、温室効果ガスの増大、水資源の浪

費など「地球環境の保全」を困難にし、両者間にトレード・オフの関係が生じるとともに、建設・

運営において、長期的な財政負担になる。そのことから、「地球環境の保全」およびコストパフ

ォーマンスに配慮し、「ごみ処理施設の基本仕様」を決定した。 

Ⅰ．新施設建設計画を進めるための基本方針 
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（３）災害に強い施設づくり 

  新施設は今回の東日本大震災の発生に伴い、「災害に強い施設づくり」に取り組むことが求め

られる。今回の災害において、東北地方の清掃工場の被害状況は、津波による被害を受けた施設

を除き、その他の施設は、地震による一部損傷があったものの修復が可能であった。このことか

ら、清掃工場は一定の耐震性能を持たせているが、新施設において、さらに耐震性能を向上させ

る必要がある。 

また、現施設は、計画停電により 3月 11 日の地震発生時から数週間、ごみ処理の継続に大

きな影響があったが、23区や多摩地域の一部の清掃工場は、ごみ発電が設置されており、こ

の計画停電の影響を受けなかった。新施設においては、ごみ発電を設置する計画にしており、

このような利点を生かし、耐震性能を含め「災害に強い施設づくり」を目指す。 

 

（４）エコな観点からの施設「エコセンター（仮称）」、「エコプラザ（仮称）」の整備の具体化 

策定委員会において、新施設を「まちに溶け込む次世代型環境文化施設」とする方向を模索す

る中、前提となる要件とアウトラインを示し、そのイメージ化を施設・周辺協議会が担った。そ

の結果、ごみ発電を中心とする新ごみ処理施設を「エコセンター（仮称）」と名付け、エネルギ

ー供給施設と位置づけた。さらに環境への配慮から現施設の事務所棟、プラットホームを再利用

し、地球温暖化等の環境問題全般の啓発施設を「エコプラザ（仮称）」と名付けた。この「エコ

センター（仮称）」、「エコプラザ（仮称）」を軸に、「低炭素モデルの実現」、「地域力の向上」、「ま

ちづくりとの連携」を実現していく提案が出された。本基本計画において、施設配置・動線計画

の中で、エコな観点からの施設整備の具体化を位置付けた。 

 

（５）民間事業者の最新技術や運営ノウハウを引き出し、建設・運営コスト削減を図れる事 

業手法の採用と将来にわたる安全・安心な施設づくりの確立 

現施設建設から 26 年が経過し、その間に多くの技術革新があったが、その導入には実績の不

十分さや多額の費用を要するなど、様々な課題が見られた。しかし、これらの課題は、プラント

メーカー側が実績を積むことにより技術の蓄積がなされてきた。そのため、民間事業者（プラン

トメーカー等）の最新技術や運営ノウハウを引き出すことで、建設・運営コスト削減を図ること

が可能な事業手法を採用する。採用にあたっては、焼却炉、排ガス処理、ごみ発電等の選択の中

から、専門家の助言や先進事例の視察などにより、将来にわたる安全・安心な施設づくりを確立

する。 

また、安全・安心な施設づくりを検証するため、生活環境影響調査計画を定め、調査を開始す

る。 
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1．焼却施設 

1.1.  計画ごみ量（焼却処理量） 

・計画ごみ量は 30,607t／年とする。 

計画ごみ量の策定方針 
本市の一般廃棄物（ごみ）処理基本計画に基づき、平成 29 年度の減量化目標達成時の焼却対

象量を新施設の計画ごみ量 30,607t／年とする。平成 21 年度実績で 32,323t/年と目標を上回る

ペースで減量が進んでいるが、事業系ごみ量の減少が顕著（約 1,800t 減, -15.6%）であり、家

庭系ごみ量についてはゆるやかな減少（約 650t 減, -3.0%）となっている。市は事業系ごみだけ

でなく家庭ごみについてもさらなるごみ減量、資源化に全力を上げて取り組んでいく。 

 

1.2.  計画ごみ質＊ 

・計画ごみ質は、基準ごみ 9,300kJ/kg（平均値）とし、低質ごみ（下限値）6,000kJ/kg、高質ご

み（上限値）13,500kJ/kg とする。 

計画ごみ質の策定方針 

現施設の建設時計画ごみ質（ごみ発熱量＊/基準ごみ 6,279kJ/kg）と比べて、現状のごみ質は、

生活環境の変化により 1.5 倍（平成 16～20 年度のごみ発熱量平均 9,272kJ/kg）に上昇し、燃え

やすいごみ質となっている。平成 16～20 年度の実測値データを基に、統計的処理から推計され

る平成 29 年度のごみ質と下表の最近計画された清掃工場の設計ごみ質を参考に、将来ごみ質が

さらに変化しても対応できるような下限値及び上限値を設定する。 

表Ⅱ-1 最近計画された清掃工場の設計ごみ質との関係 

 設計ごみ質  
項目 

低質ごみ（下限値） 基準ごみ（基準値） 高質ごみ（上限値） 

現施設 3,767kJ/kg 6,279kJ/kg 10,046kJ/kg 

新施設 6,000kJ/kg 9,300kJ/kg 13,500kJ/kg 

ふじみ衛生組合 6,700kJ/kg 10,500kJ/kg 13,800kJ/kg 

練馬清掃工場（23区一組） 7,100kJ/kg 10,200kJ/kg 14,300kJ/kg 

大田清掃工場（23区一組） 7,600kJ/kg 10,900kJ/kg 14,800kJ/kg 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ．ごみ処理施設の基本仕様 
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1.3.  焼却施設の規模 

・施設の規模は、計画ごみ量（焼却処理量）を踏まえて、約 120t/日とする。 

焼却施設の規模の策定方針 

計画ごみ量と年間のメンテナンス期間による算定から、新施設の施設規模は 120t/日と設定す

る。災害廃棄物の処理については、ごみ減量を推進する状況の中でごみ処理施設を過剰な規模に

設定することは望ましくないことや、大規模災害が発生した場合には、ごみ発生量は一時的に極

端に大きくなるため、一時的なストックや広域での協力を要請することなど、本市地域防災計画

に基づく対応としつつ、ごみ減量の実現による処理能力の余裕部分で対応することとする。また、

整備期間の確保、故障等による緊急対応における相互支援体制については引き続き三鷹市や多摩

地域ごみ処理広域支援体制による連携を図っていく。 

 

1.4.  炉形式及び焼却残さの処理 

・炉形式は、安全性・安定性・実績等の観点からストーカ炉＊とし、焼却残さ（焼却灰）は 

「東京たま広域資源循環組合」でエコセメント＊として資源化する。 

炉形式及び焼却残さの処理方法の策定方針 

現施設で採用されているストーカ炉は現在最も多く採用されている炉形式であり、技術的な信

頼性が高く、新施設ではさらに信頼性を増した新型ストーカ炉＊を採用する。また、焼却残さ（焼

却灰）は東京たま広域資源循環組合のエコセメント化施設（日の出町二ツ塚）で、再資源化して

いる。引き続き、新施設においても、本市のごみ埋め立て処分ゼロを維持する観点から「ストー

カ炉＋エコセメント化」方式を継続する。 

  

  新型ストーカ炉 

ストーカ炉技術は、ごみ質の変化やコストパフォーマンスの向上等によって、進化を続けてお

り、最近では高温低空気比の燃焼技術を特徴とするストーカ炉が増えてきている。特徴としては、

低空気比高温燃焼によって、燃料効率の向上、熱回収率の向上、排ガス量の減少による経済性の

向上などが図られていることである。これらの特徴を実現する技術・方法はプラントメーカー各

社で多種多様であるが、具体的には、ストーカ炉（火格子）に特徴を持たせる、水冷火格子を採

用する、排ガスを再循環し炉内に吹き込む、燃焼温度を上げるなどの技術が挙げられる。 
 

1.5.  炉構成・ごみピット容量 

・炉構成は、２炉構成とし、ごみピット容量は６日分とする。 

炉構成・ごみピット容量の策定方針 

施設規模 120t/日で想定される炉数は１～３炉となる。１炉の場合は補修点検のための休炉期

間や故障時の対応が困難であり、３炉の場合は発電効率が低くなることや機器の増加により建築

規模が大きくなってしまうことなど不利であることから、補修点検時のごみピット必要量（６日

分）、発電効率、施設規模（120t/日）など総合的な判断から２炉構成とする。 
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1.6.  排ガス自主規制値 

・排ガス自主規制値は「東京二十三区清掃一部事務組合」及び「ふじみ衛生組合」が採用して

いる全国で最も厳しい自主規制値と同等とする。 

排ガス自主規制値の策定方針 

現施設は、都心部に位置し住宅も近接しているという立地状況を鑑み、当時において極めて進

歩的な水準で排ガス自主規制値を設定した。現在、都市化はさらに進んでおり、「安全・安心」

を最大限重視し、新施設においては下表のとおり全国で最も厳しい自主規制値と同等とする。 

   

 

1.7.  排ガス処理設備 

・排ガス処理設備は「安全・安心」の観点から設定する新施設の自主規制値をクリアすること

を前提条件とし、地球温暖化対策と経済性、管理の容易さ、施設規模のコンパクト化などの

総合的観点から乾式処理とする。 

排ガス処理設備の策定方針 

現施設の排ガス処理方式は、その当時、全国で最も厳しく設定した自主規制値をクリアするた

め、処理能力の優れた湿式処理を採用した。その後、技術革新により、乾式処理でも現在におけ

る全国で最も厳しい自主規制値をクリアすることができるようになった。その結果、排ガス処理

方式について、「安全・安心」の観点から設定する新施設の自主規制値をクリアすることを前提

条件として、発電効率向上やエネルギー節約による地球温暖化対策、コスト（建設費・運営費）

削減、管理の容易さ、施設規模のコンパクト化など、総合的な観点から乾式処理とする。 

 

1.8.  白煙防止装置について 

・白煙防止装置は、地球温暖化対策や経済性などの観点から設置しない。今後、できるかぎり

白煙が見えない技術的対策を講じる検討を行う。また、白煙防止装置を止める実験アンケー

ト結果を踏まえ、周辺住民の方々へ丁寧に説明する。 

白煙防止装置についての策定方針 

現施設では、周辺住民の方々に対し清掃工場のイメージを和らげることから白煙防止装置を設

置した経緯がある。しかしながら、白煙防止装置に使用する蒸気をごみ発電に有効利用すること

による地球温暖化対策、経済性から白煙防止装置を設置しないこととする。今年度、着手する事

項 目 単 位 
法規制値（※） 

（大気汚染防止法等）

新施設 

 自主規制値（案） 

現施設 

自主規制値

ばいじん＊ g/m3N＊ 
0.08 以下 

（焼却能力 2～4t/h）
0.01 以下 0.03 以下

いおう酸化物＊（SOx） ppm＊ 105 程度（k値＝1.17） 10 以下 30 以下 

窒素酸化物＊（NOx） ppm 250 以下 50 以下 150 以下 

塩化水素＊（HCl） ppm 430 以下 10 以下 25 以下 

ダイオキシン類＊ ng＊-TEQ＊/m3N
1 以下 

（焼却能力 2～4t/h）
0.1 以下 1 以下 

（※）一酸化炭素＊の数値は、運転管理上の数値を設定し、自主規制値としては設定しない。
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業者選定に要求水準書（案）作成において、できるかぎり白煙が見えない技術的対策を講ずる検

討を行う。また、白煙防止装置を止める実験アンケート結果【資料２ P37】を踏まえ、周辺住民

の方々へ丁寧に説明する。 

                                

1.9.  煙突の高さについて 

・煙突の高さは 59ｍとし、現施設の煙突を再利用する。 

煙突の高さについての策定方針 

現施設の煙突の高さ59ｍと「ふじみ衛生組合」などで採用している煙突の高さ100ｍを比較し、

「安全・安心」の観点から設定する新施設の自主規制値をクリアすることを前提条件として、シ

ミュレーション等から拡散効果の違いによる環境への影響は煙突の高さによって相違がないこ

とを確認した。よって、煙突の高さ 100ｍを採用している「ふじみ衛生組合」（288ｔ/日）や練馬

清掃工場（500ｔ/日）などと比べて新施設の焼却ごみ量（120ｔ/日）は少なく、排ガスの総量も

少ないことや、周辺の景観、圧迫感、コストなど総合的に判断し、煙突の高さを 59ｍとする。ま

た、調査の結果、現施設の煙突を継続利用できることから、建築廃棄物やコストの削減、景観の

保全などの観点から現施設の煙突を補強し、再利用する。 

 

既存煙突再利用の方法 

既存煙突外筒のコア抜き＊調査を行った結果、コンクリート強度、中性化＊の状態に問題ないこ

とを確認した。しかし、現在の煙突は耐震性能＊の 1.0 倍で設計されており耐震上問題はないが、

さらに耐震安全性能基準より 1.25 倍まで向上させる必要があり、そのために外筒について耐震

補強＊を行う。また、現施設からの接続孔をふさぎ、新施設の接続孔を設ける必要があり、開口

部の補強等、十分な構造的な検討を行う。内筒＊については、交換する計画としているが、現在

一般的に使用しているステンレス製のものより丈夫な鋼製の内筒を使用しており、劣化状況を確

認し、再使用の可否について技術的な検討を行う。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図Ⅱ-1 既存煙突補強のイメージ 

 
 
 

 

【既存煙突改修内容】 

耐震補強（耐震性能1.25倍）

内筒の交換 

外筒の補強 

新施設の建物 

基礎の補強
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2．不燃･粗大ごみ処理施設 

2.1.  不燃・粗大ごみ処理施設の規模 

・不燃・粗大ごみ処理施設の規模は、10t/5h（時間）とする。 

不燃・粗大ごみ処理施設の規模の策定方針 

現施設の建設当初は、不燃・粗大ごみ量が約 8,000t/年搬入されていたが、その後、段階的に

資源ごみの分別収集・リサイクル処理が進み、平成 21 年度には不燃・粗大ごみ量が約 2,430t/

年となるまで激減している。現施設においては、不燃・粗大ごみ処理施設の規模は 50t/5h（時間）

であるが、処理量が激減していることから、新施設の処理量を 10t/5h（時間）とする。 

                                  

2.2.  不燃・粗大ごみ処理設備 

・ 金属物が付いている不燃・粗大ごみを破砕・選別処理する。 

・ ピットアンドクレーン方式＊（ピットにごみを貯留し、クレーンで受入コンベアに運ぶ）を継続する。 

・ 爆発事故等の防止から低速回転破砕機で粗破砕し、高速回転破砕機で精選破砕する方式を併用する。 

・ 手選別工程を廃止（自動化）し、回転ドラム式粒度選別機の導入、磁選機・アルミ選別機によ

る機械選別の効率的な運用により、資源回収率を損なうことなく作業環境の改善を図る。 
 

不燃・粗大ごみ処理設備の策定方針 

不燃・粗大ごみ処理設備についても、前提条件は「安全・安心」であり、爆発事故等が起きに

くい設備が必要とされている。また、資源回収率の向上と作業環境の改善も重要な要素である。

低速回転破砕機で粗破砕を行ってから高速回転破砕機により精選破砕をすることにより、爆発事

故の発生を抑制するとともに、機械選別の効率的な運用により、資源回収率を損なうことなく人

の手による粗大ごみの解体と非鉄金属の回収を無くして、作業環境の改善を図る。 

                                 

3．地球温暖化対策 

3.1.  地球温暖化対策 

・新施設は、地球温暖化対策に寄与する施設として、ごみ発電を導入する。さらに、発生する

蒸気から最大限発電の効率を高めるシステムを採用する。また、新エネルギー（太陽光発電

など）や屋上緑化などの導入を検討する。 

地球温暖化対策の策定方針 

現施設において、蒸気を利用して施設内・市役所・体育館の冷暖房、温水プールの熱源等とし

ているが、そのほとんどが日中のみの利用であり、また季節によって利用量が異なるため、現状

は利用率が低い状態である。そのため、新施設においてはごみ発電を採用し、地球温暖化対策に

寄与する施設とする。また、発生する蒸気から最大限発電の効率を高めるシステムを採用し、さ

らに発電用蒸気タービン＊の排熱を利用して、市営プール及び第四中学校プールの温水を加温し、

循環させることも検討していく。発電された電力は、主に新施設内動力で利用するが、余剰電力

については、電力会社へ売電＊を行うのか、近隣公共施設（本庁舎・総合体育館他）へ電力供給

を行うのかなどについて詳細な検討をしていく。さらに、ごみ発電にプラスして、太陽光発電な

どの新エネルギーや、屋上緑化などの導入により、環境負荷の低減を図る。 
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想定ごみ発電量               
（2,000～2,500kw）             

 

 

発電された電力は、主に新施設内の動力として利用する。 

（プラント動力利用など） 

 
 
 

余剰電力（余った電力）については、 

下記に示す案を前提として、今後検討していく。 

                    ①電力会社へ売電を行う。  
②近隣公共施設（本庁舎・総合体育館他）へ電力供給を行う。 

 

 

              図Ⅱ-2 新施設余剰電力及びエネルギー利用案（近隣公共施設を含む） 

 

3.2.  高効率な運転制御、設備、方式の導入について 

・省エネルギー・地球環境の保全の観点から、高効率な運転制御が可能な設備・方式を積極的 

に採用する。 
 

高効率な運転制御、設備、方式の導入についての策定方針 

新施設において、高効率な運転制御が可能な設備・方式を導入し、省エネルギー化を積極的に

図る。 

 

①余剰電力を電力会社

武蔵野温水プール

第四中プール 

タービン排熱利用 
による温水循環 

②余剰電力の供給

新クリーンセンター 

余剰電力利用は？ 
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４．災害に強い施設づくり 

・建築、設備の耐震性能を向上させるとともに、非常時に安全に停止させる制御システムを備

える。さらに、ごみ発電などによる災害時等での停電にも対応できるシステムの構築を検討

する。 
 

災害に強い施設づくりの策定方針 

新施設において、建築・設備の耐震性能を向上させるとともに、ゲリラ豪雨などによる水

害対策を講じておく必要がある。また、焼却施設の設備機器については、非常時に安全に停

止させることが重要であり、信頼性のある制御システムを備える必要がある。さらに、ごみ

発電などによる災害時等での停電にも対応できるシステムの構築を検討する。このようなこ

とから、新施設において以下の災害対策を講じる。 

なお、今回の東日本大震災において、福島第一原子力発電所の事故による放射線の影響に

ついては、今後の状況を確認しながら対応していく。 

 

＜災害対策＞ 

①耐震基準の 1.25 倍を採用することで耐震性の向上を図る。周辺環境から建物高さを抑える 

ため、現施設同様、建物の 3分の 1程度を地下化することが想定されるが、耐震上有利であり、    

耐震基準 1.25 倍と合わせて建築計画を進める。 

②ゲリラ豪雨などによる水害に対し、雨水排水処理や地盤高さの設定など十分な対策を検討する。 

③焼却炉、ボイラ＊、集塵器、蒸気配管、制御装置等の主要設備の設計においては、建物の耐震

性能と追随した設備の耐震性能を確保する。特に、個々の機器、設備等に基準が設けられてい

る場合も含め、重要度、危険度に応じて耐震性能を確保する。 

④新施設においては、ごみ発電を設置するなど、災害時等での停電にも対応できるシステムの構

築を検討する。前章「３．地球温暖化対策」での「ごみ発電による近隣公共施設（本庁舎・総

合体育館他）への電力供給などについての詳細な検討」において、災害時等での停電にも対応

できるシステムの構築も合わせて検討する。 

⑤各設備は、震災等による二次災害を防止するため、危険物等から必要な保安距離を確保すると

ともに、設備を安全に停止させるための制御システム及び停電・断水等の危機を回避するため

の保安設備を設置する。 
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１．施設配置 

・新施設の全体配置は周囲への影響を考慮して、都市計画で定められた範囲の中で、敷地内の東 
側とし、現施設より北側へ寄らない配置とする。 

・新施設は、既存煙突を再利用することとし、プラント設備の配置を行う。プラント設備はメン 
テナンス性に配慮したものとする。 

・建物の高さは現施設と同程度の約 20ｍとし、地下利用を含めて敷地の有効利用を行う。 

・新施設敷地内の車両及び人の動線についても意識した配置とする。 

・既存事務所棟、プラットホームを啓発施設などとして再利用する。 

 施設配置の策定方針 

現時点の段階における施設建設用地の施設配置を示す。今年度、着手する事業者選定に必要な

要求水準書（案）、建築基本図作成等において、付帯施設の配置や地下利用を含めた断面の検討な

ど、施設配置の詳細な検討を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ-1 施設配置の考え方 

エコな観点による施設整備イメージ（施設・周辺整備協議会より） 

● 新施設を「エコセンター（仮称）」と位置付け、排熱を可能な限り再利用することを実現する。 

● 環境への配慮から、事務所棟およびプラットホームを再利用し、地球温暖化等の環境問題全般

の啓発施設「エコプラザ（仮称）」を整備する。 

● 環境への配慮から、既存煙突を再利用し、従前からの景観を保持できるようにデザインする。 

● できるかぎり既存樹木を保存し、さらに緑の充実を図るとともに、敷地の四周には緑による緩

衝帯を設置する。 

● 新施設のデザインは、開口部（窓）を多く取り入れ、明るく開放的な施設イメージとする。 

●「エコセンター（仮称）」と「エコプラザ（仮称）」の間を 「イベント広場」がつなぎ、足湯

なども設け、市民の憩いの場とする。 

新事務所棟

駐車場 

洗車エリア 
ストックヤード

洗車エリア 

新施設 

Ⅲ．施設配置・動線計画 

エコセンター（仮称）と 

エコプラザ（仮称）の連携 

エコセンター（仮称）

エコプラザ（仮称） 

既存事務所棟・プラットホームの再利用 

イベント広場 既存煙突の再利用 緑の緩衝帯
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2. 動線 

・新施設の建設工事は、現施設の稼働を併行して行うため、工事期間中における動線は、現施設の

稼働に影響を与えないように計画する。また、新施設建設工事完了後に現施設の解体・撤去を行

うことにも配慮した動線とする。 

・「開かれた施設づくり」の実現のため、敷地内の車両の動線及び人の動線を明確にし、安全でス

ムーズな敷地内通行が可能な計画とする。 

動線計画の策定方針 

現時点の段階における施設建設用地の施設動線を示す。今年度、着手する事業者選定に必要な

要求水準書（案）、建築基本図作成等において、施設配置（付帯施設の配置や地下利用を含めた断

面 の検討など）の検討に合わせて、収集業務従事者への聴取などを含めた施設動線の詳細な検討

を行う。 

 

2.1. 動線【新施設建設期間】（平成 26 年度～平成 28 年度） 

新施設建設期間は、敷地内東側に仮囲いを設置し、現施設の周回道路が使用できなくなること

から、次の考えに基づき動線を計画する。 

・現在の緑地の一部を切り欠き、出入口とし、入場動線と退場動線が交錯しないようにする。 
・プラットホーム内に洗車場を設け、清潔な状態での退場を可能とする。 
・事務所棟前に仮設計量器を設置し、持ち込み車両について２度目の計量を行う。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図Ⅲ-2 動線計画の考え方【新施設建設中】 

 
 

新施設工事エリア 
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2.2. 動線【現施設解体中】（平成 29 年度～平成 30 年度） 

新施設稼動後、現施設工場部分の解体に伴い、車両動線が東側へ移動するため、次の考えに基

づき動線を計画する。 

・新施設建設中に切り欠いた出入口を解体用車両動線として使用する。 
・事務所棟を既存利用するため、持ち込み車両については既存事務所棟を経由する動線とする。 
・ごみ処理関係車両については、東側周回道路を通行し、搬入、メンテナンスを行う。 
・解体完了後、新事務所棟を建設する。完成後、新事務所棟を使用し、現施設事務所棟を啓発

施設へのリニューアル工事とイベント広場、外構整備を行う。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図Ⅲ-3 動線計画の考え方【現施設解体中】 

2.3. 動線【新施設稼動/最終形】（平成 31 年度～） 

すべての整備完了後、敷地東側が新施設でのごみ処理、西側は既存事務所棟をリニューアルし

た啓発施設とイベント広場等となるから、次の考えに基づき動線を計画する。 

・新施設建設中に切り欠いた出入口をイベント広場の動線として使用する。 
・ごみ処理関係車両については、東側周回道路を通行し、搬入、メンテナンスを行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

洗車エリア 

新事務所棟 
 

 

イベント広場 

解体工事エリア 

図Ⅲ-4 動線計画の考え方【新施設稼動/最終形】
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３‘エコセンター（仮称）’と施設・周辺整備のデザイン 

配置・動線の検討について、施設・周辺整備協議会から提案のあった「‘エコセンター（仮称）’

と施設・周辺整備のデザイン」を合わせて検討する。 

 

施設配置の策定方針 

今年度、着手する事業者選定に必要な要求水準書（案）、建築基本図作成等において、付帯施設

の配置や地下利用などを含めた配置・動線の詳細な検討の中で、施設・周辺整備協議会から提案

のあった「エコセンター（仮称）’と施設・周辺整備のデザイン」を合わせて検討する。 

「‘エコセンター（仮称）’と施設・周辺整備のデザイン」（施設・周辺整備協議会提言より） 

（１）周辺環境へとつながるデザイン 

○まちの顔となる施設のデザイン 

 ・まちの顔、或いはまちづくりの顔となる施設デザインを目指す。 

○敷地周辺の状況に配慮したデザイン 

 ・中央通りに面する施設の顔づくり 

 ・敷地北側野球場、テニスコート、緑町コミュニティセンターと連携したデザイン 

 ・敷地西側道路に対する顔づくり 

 ・市役所と連携したデザイン 

○エコセンターにふさわしい煙突のデザイン 

 ・既存煙突の利用を基本とし景観にも十分配慮したデザイン 

 

市役所と連携したデザイン 

野球場、テニスコート、緑町コミセンと 
連携したデザイン 

中央通りに面する 
施設の顔づくり 

西側道路に面する 
施設の顔づくり 
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（２）開かれた施設のデザイン 

○開放的なデザイン 

 ・開放的でオープンな施設の表情づくりをおこなう。 

○人を施設に引き込むデザイン 

 ・人を施設に誘うような施設のインターフェイスのあり方に配慮する。 

○まちづくりへの展開 

 ・施設内の活動がまちづくりの拠点とつながるような施設デザインをおこなう。 

 

（３）敷地内でのつながりをもったデザイン 

○施設の全体性、連続性 

 ・施設内で一体的に連続感のある施設構成とする。 

○施設をつなぐイベント広場 

 ・敷地中央にあるイベント広場（仮称）との有機的な連携をもったデザイン 

○施設管理 

 ・施設管理面でも人にやさしい計画とする。 

 

 

 

 

 

 

（４）施設のコアとしてのデザイン：エコセンター＋エコプラザ 

エコセンターとエコプラザが相互に機能することで周辺のまちづくりの広がりへと展開する。 

○エコセンター 

 ・低酸素型社会実現に向けたモデル施設としての建築デザイン 

 ・中の活動が見えるオープンな施設 

 ・見学者が自由に楽しめる施設構成 

○エコプラザ 

 ・既存施設のコンバージョンのよさを十分に活用する 

 ・市民が活発に利用できる施設デザイン 

 ・さまざまなプログラムが展開可能なフレキシビリティ 

 

（５）質の高い建築デザインを目指して 

・新施設は、上記の「‘エコセンター（仮称）’と施設・周辺整備のデザイン」の考え方を基本に、

緑豊かな環境にマッチした「質の高い建築デザイン」を検討していく。 
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１．調査計画 

・新施設における生活環境影響調査は、「廃棄物処理法＊」で定められた調査項目に留まらず、 

必要と考えられる項目について、調査・予測・評価を実施する。 

調査計画の策定方針 

生活環境影響調査は、「廃棄物処理法」に基づき、その開発によって周辺環境にどのような影

響が出るかを事前に調査⇒予測⇒評価し、地域ごとの生活環境に配慮したきめ細かな対策を考え

るために行い、またその対策を行うことでどのように周辺環境への影響が軽減されるかを評価し、

よりよい施設計画を作り上げるものである。調査項目は、大気質、騒音、振動、悪臭、水質のみ

が義務付けられている。 

法令が整備されていなかった時代に厳しい生活環境影響評価＊を行った現施設建設の経緯を踏

まえ、新施設においては法令の範囲に留まらず、全国で最も厳しい環境影響評価（環境アセスメ

ント）の実施を定めた「東京都環境影響評価条例」（対象規模 200t/日以上）を参考に、必要と考

えられる調査項目等を選定するとともに、策定委員会の委員意見なども反映し、調査場所等を追

加した内容を調査計画（実施スケジュール、調査項目、調査地点）とする。 

   

２．実施スケジュール 

平成 22年 平成 23年 平成 24年  

9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9

調査項目・調査方法等の 

検討 
              

生活環境影響調査報告書 

(調査計画書)の作成 

                         

現地調査（春季） 
                         

現地調査（夏季） 
                         

現地調査（秋季） 
                         

現地調査（冬季） 
                         

現地調査（通年） 
                         

生活環境影響調査報告書 

 の作成 

                         

報告書の公表 
                         

要求水準へ反映 
                         

モニタリング計画へ反映 

（周辺住民との調整） 

                         

 

 

Ⅳ．生活環境影響調査計画 



 

18 

３．調査項目 
 

調査・予測・評価項目（武蔵野方式） 

工 事 中 供 用 後 選定項目等 

現地調査 

のみ実施 

する項目 施設の 

建設等 

建設機械

の稼働 

工事用車 

両の走行 

施設の 

存在 

施設の 

稼働 

ごみ収集車

両等の走行

二酸化いおう      ★  

浮遊粒子状物質
＊
   ● ●  ★ ★ 

二酸化窒素   ● ●  ★ ★ 

ﾀﾞｲｵｷｼﾝ類      ★  

塩化水素      ★  

粉じん      ★  

大気質 

その他有害物質 ●     
－ 

（※1） 
 

悪  臭       ★  

騒音・振動    ● ●  ★ ★ 

低周波音＊       ●  

水質汚濁         

土壌汚染   
－ 

（※2）
     

地  盤   ●   ●   

地形・地質         

水 循 環   ●   ●   

生物・生態系        

日  影      ●   

電波障害      
－ 

（※3） 
  

風環境         

景  観      ●   

史跡・文化財        

自然との触れ合い活動の場        

廃 棄 物   ●    ●  

温室効果ガス      ●  

地域社会     ●   ● 

緑の量・質      ●   

 

 

 

 

 
（※1）別途、７物質（水銀・ベンゼン・アセトン・トリクロロエチレン・テトラクロロエチレン・ 

ジクロロメタン・トルエン）の現地調査を実施し、現況と施設供用後の相違を見る。 

（※2）別途、土壌調査を実施し、土壌汚染対策法及び東京都環境確保条例等の諸手続きを行うため、 

生活環境影響調査項目には含めていない。 

（※3）東京タワーから東京スカイツリーにテレビ電波の発信元が変わるが、現在、送信条件・性能が 

未定なので、条件が確定した段階で別途実施することとし、選定しない。 

★：必須項目（廃棄物処理法で定められた選定項目） 

●：自主的な選定項目（東京都環境影響評価条例で実施した項目） 

（参考：ふじみ衛生組合・練馬清掃工場） 

－：ふじみ衛生組合、練馬清掃工場等で実施したが今回見送る項目 
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3.1. 調査項目の選定 

・調査・予測・評価の項目（案）（以下、「選定項目」という。）については、まず廃棄物処理法に

基づき、実施しなくてはならない項目について設定した。⇒大気質（二酸化いおう、浮遊粒子状

物質、二酸化窒素、ダイオキシン類、塩化水素、粉じん）、悪臭、騒音・振動 

・東京都環境影響評価条例に基づき実施された、ふじみ衛生組合や練馬清掃工場の事例を参考に、    

選定項目を追加した。⇒地盤、水循環、日影、景観、廃棄物、温室効果ガス 

 ※他手続きで実施する土壌汚染や、現時点で予測・評価することが困難な電波障害については、選定項目として

いない。 

・新施設の周辺住民からの意見や立地環境に合わせて、追加すべき選定項目を追加した。 

⇒低周波音、地域社会、緑の量・質 

・現況と施設供用後の状況を比較・評価するために、来年度及び施設供用後に現地調査を実施する。 

⇒大気質（その他有害物質） 

・上記の項目について、工事中と供用後の影響要因の整理を行うこととする。 

⇒工事中の影響要因（施設の建設等、建設機械の稼働、工事用車両の走行の３つを想定。） 

⇒供用後の影響要因（施設の存在、施設の稼働、ごみ収集車両等の走行の３つを想定。） 

※廃棄物処理法においては、供用後についてのみが予測・評価の対象となり、工事中の影響については

対象外となっているが、周辺環境を考慮して工事中の予測・評価を実施する。 

 
3.2. 調査地点の選定 

(1) 大気質等 

・煙突からの排ガスによる影響が想定される大気質等の選定項目については、計画地において通年

で北風が多いことを勘案し、計画地より南側の公的な場所４地点で設定した。 

また、敷地境界での規制がある項目については、計画地の四方で調査地点を設定する。 

⇒計画地内１箇所と小学校２箇所の計 3箇所＋一般局（関前局＊）…排ガスによる影響把握 

⇒計画地境界の４辺…敷地境界での影響把握 

・計画地内での地上気象、上層気象の把握のため、計画地内に１箇所を設定する。 

⇒１箇所に限定する理由は、関前局や東京管区気象台でも地上気象は測定しているため、これら

地上気象のデータが代用可能なことによる（上層気象については、計画地内１箇所で実施する

ことが一般的である。）。⇒計画地内１箇所 

(2) 沿道環境 

・中央通りの南北２地点及び計画地前通り 2地点の計 4地点を設定する。 

⇒新施設の関係車両が通行するルート上の 4地点 

(3) 景観 

・新施設により配置が異なるため、景観にどのような影響を与えるのかできる限り多くの箇所から

調査を行う。 

(4) その他選定項目 

・その他選定項目については、適宜、必要と考えられる調査地点で設定する。 
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図Ⅴ-1 生活環境影響調査 調査地点（近隣）

図Ⅴ-2 生活環境影響調査 調査地点（広域）

注）この地図は、国土地理院発行の 1万分の 1地形図(石神井、田無、吉祥寺、小金井)を使用したものである。 

凡   例 

 

     一般環境大気質 

     地上気象・上層気象（①） 

 

     沿道環境大気質 

     道路交通騒音・振動・交通量（①③④）

 

     悪臭（臭気指数(濃度)） 

     環境騒音・振動・低周波音（①～④） 

 

     既存施設 発生源（煙突：１地点） 

     －水銀 

     －臭気指数(濃度)、特定悪臭物質 

 

     既存施設 発生源（換気口等） 

     －水銀・VOC・粉じん等、特定悪臭物質、

臭気指数（濃度）（換気口等：１地点）

     －低周波音（設備等：適宜） 

 

     地下水位（①～③） 

 

     景観（①～⑥） 

 

     地域社会（①～④） 

（交通安全施設の設置状況） 

★

④ 
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1．事業主体 

・事業主体は市とする。  

事業主体について 

市は、廃棄物処理法の定めるところにより市内におけるごみの処理を行う責任を負っている。

そのため、現施設同様、市が建設から運営まで事業主体となり、不測の事態が生じた場合におい

ても、その対応について市が主体的に判断して対応することで、周辺住民の方々との信頼関係を

損なうことなく、安全で安心なごみ処理事業を継続する。 

2．概算事業費 

・新施設建設概算費は 80 億円（焼却処理：60 億円、不燃・粗大ごみ処理：10 億円、現施設工場 

部解体・撤去：10 億円）とする。周辺整備費（エコプラザ（仮称）リニューアル工事等を含む）

については別途計上する。 

・循環型社会形成推進交付金＊は 25 億円とする。（※ 高効率発電の条件を満たす場合） 
 

概算事業費について 

現時点での規模による一般的な建設費用を概算事業費として算出した。23 年度より、設備仕様

の詳細等について技術的な検討を行い、正確な事業費を算出する。 

通常、主要部分の建設費の１/３が循環型社会形成推進交付金として交付されるが、白煙防止

装置を設置せず、高効率なごみ発電を行う設備を設置することにより、発電に関わる設備費の１

/２が交付される。新施設については、高効率発電施設の条件を満たす技術的な検討を進める。 

3．事業手法（整備運営） 

・ＤＢＯ＊（Design Build Operate）方式を採用する。 

新施設の事業方式は民間事業者のノウハウ等を活用して効率的かつ効果的な事業実施を図 

るため、以下の条件を満たすＤＢＯ方式を採用する。 

①資金調達：市で調達する。民間資金の活用はなし。 

②施設整備：市が建築主となり発注する建設工事に対し、民間事業者が提案し、整備する。 

③施設所有：市が所有する。 

④運転管理：民間事業者が運転管理をし、長期複数年契約とする。 
 

事業手法の策定方針 

国から循環型社会形成推進交付金の交付を受けた上で市債などを活用することで、民間資金を

活用しない方が有利となる調査結果がでたことから、市が建築主及び施設所有者となることで市

が責任を持って事業主体となる。現施設において、建設及び運営を別々に入札し、運営において

は業務ごとの発注や単年度契約により各々の業務を実施する形態で、民間事業者のノウハウの活

用が図りにくいという課題が生じている。新施設においては、この課題解決を図るため、建設か

ら長期の運営等業務までを一括して発注、総合評価し事業者を選定する契約形態であるＤＢＯ方

式を採用する。      

Ⅴ．概算事業費と事業手法 
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４．モニタリング方法 

・市は、事業者による施設整備及び運転管理が、要求水準書に従い適正かつ確実に実施されてい 
るかどうかを確認し、必要のある場合には是正させるなどの措置をとるためにモニタリングを 
行う。 

・モニタリング方法をマニュアル化し、市の担当部局を中心として、技術・財務等の関係部局、 
外部アドバイザー等の協力を得て、マニュアルに基づいたモニタリング計画を策定し、 
ＰＤＣＡサイクル＊により施設整備及び運転管理の実施状況を確認していく。 

・平成 23 年度に実施する生活環境影響調査の結果を基礎資料として、環境に対する影響につい 
ての確認も継続する。 

・施設が適正に操業されていることがいつでも確認できる設備や施設内の状況表示などの仕組み 
づくりを取り入れる。 

 
モニタリング方法について 

前項よりＤＢＯ方式を採用する場合、事業者が適正に施設整備及び運転管理を実施しているか

どうかを確認するモニタリングを行う必要がある。特に、運転管理等は長期間にわたって事業者

が実施することから、市の担当者が代わっても支障が生じないようにモニタリング方法をマニュ

アル化するなどの対応が必要である。また、周辺住民の方々に対し、「安全・安心」を担保する

ことは前提条件であり、市は技術・財務等の関係部局での組織を設置し、外部アドバイザー等の

協力を得ながら上記マニュアルを基にモニタリングを行っていくことにより、ＤＢＯ方式を採用

することによる市の責任体制を明確にする。 

モニタリングはＰＤＣＡサイクルを採用し、基本設計や実施設計及び長期修繕計画に基づき、

市及び事業者で定期的に設計内容や整備状況、設備機器類の機能状況の確認を行い、運営協議会

等においても定期的に報告をする。 

特に、新施設稼動後は、平成 23 年度に実施する生活環境影響調査の結果を基礎資料とし、生

活環境影響調査の調査地点で定期的に一般大気などの調査を実施し、環境影響の確認のためのモ

ニタリングを継続する。また、規制値を常に満足し、新施設が安全であることを確認できる設備

や施設内の状況表示などの仕組みを取り入れる。 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 

 

 

 

 

運営協議会によるチェック
機能を継続・強化する 公表されている要求水準書に従い、施設整備や運転管理等

が適正かつ確実に実施されているかどうかを確認する。 

新施設におけるモニタリング概要 

市民 武蔵野市
プラントメーカー等の 
関連会社等又は新会社 

プラントメーカー等 
請負契約

委託契約

情報の開示

施設の公開

運営協議会 指導・監督

指導・監督
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１．新施設建設事業の検討体制 

事業者選定委員会を設置し、施設基本計画に基づき、技術的な見地により安全面、安定面、環境面、

コスト面などの観点から検証を行い、事業者選定手続きを進める。並行して、施設・周辺整備協議会

を再設置して、施設・周辺整備について、本年３月にまとめた提言を基本にさらに検討を進める。こ

れら検討の支援をするため、庁内推進本部を設置する。また、現施設の監視役である「武蔵野クリー

ンセンター運営協議会」に対し、市は経過を報告し、協議を行う。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

新武蔵野クリーンセンター（仮称）施設事業者選定委員会（平成 23 年 10 月発足予定） 

【目的】学識経験者、専門家より、DBO 方式による事業手法に則り、「施設基本計画」に基づき、事業

者に必要な要求水準書（案）を作成し、平成 23 年度内に事業者選定の実施方針を公表する。平成

24 年度は、要求水準書を決定し、新施設の整備・運営事業における民間事業者の選定を公平かつ適

正に実施する。 

任期は平成 25 年 3 月末を予定（2か月に 1回程度開催） 

【予定委員構成/８人】ごみ行政の学識経験者（１人）、廃棄物の学識経験者（１人）、建築の学識経

験者（１人）、廃棄物の専門家（２人）廃棄物が専門の弁護士（１人）、市（２人） 

 

新武蔵野クリーンセンター（仮称）施設・周辺整備協議会（平成 23 年８月発足予定） 

【目的】本年３月に提言をまとめた施設・周辺整備協議会のメンバーを基本に、関係市民団体の代表

を加え、再設置する。建築デザイン、配置・動線を検討し、事業者選定委員会作成の要求水準書（案）

に反映させる。また、施設・周辺整備について、提言を基本にさらに検討を進める。 

任期は平成 25 年 3 月末を予定（2か月に 1回程度開催） 

【予定委員構成/24人】まちづくりの学識経験者（２人）、周辺住民代表（吉祥寺北町五丁目町会４人

以内、緑町三丁目町会４人以内、緑町二丁目三番地域住民協議会４人以内）、緑町コミュニティ協

議会から推薦する者（２人以内）、けやきコミュニティ協議会から推薦する者（２人以内）、緑懇話

会から推薦する者（２人以内）、クリーンむさしのを推進する会を代表する者（１人）、コミュニテ

ィ研究連絡会を代表する者（１人）、商店会連合会を代表する者（１人）、市（１人） 

今後の進め方 

武蔵野クリーンセンター

運営協議会 

庁内推進本部 

施設・周辺整備協議会 

実施 

方針 

建築デザインの検討 

配置・動線の検討 

23～24 年度検討組織体制 

（報告）

要求水準書（案）作成 

委員（専門家） 

クリーンセンター事務局 

 

 

 

（報告） 

（協議） エコプラザ（仮称）の検討 

施設・周辺整備の検討 

施 設・周辺 整備

の提言（その２） 

事業者

選定 

（23 年度）

（24 年度）

（24 年度）

（23 年度） 

（23～24 年度） 

（参加） 

 
施設事業者選定委員会 
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新武蔵野クリーンセンター（仮称）周辺まちづくり整備庁内推進本部 

（平成 23 年 4 月 1 日発足） 

【目的】市役所内の横断的な調整を図り、事業者選定委員会とともに施設・周辺整備協議会の検討支

援を行う。 

【推進本部員/８人】副市長（2 人）、企画政策室長、総務部長、財務部長、環境政策担当部長、都市

整備部長、教育部長 

 

 

新施設建設事業全体のスケジュール 

新施設建設事業の全体スケジュールは下表のとおりである。平成 24 年度には事業者選定作業を行

い、平成 25年度に事業者を決定していく。事業者による実施設計を経て、新施設整備工事を平成 26

年度から 28年度までの３年間を予定している。新施設は平成 29年度稼動を目指しているが、さらに

平成 29 年度より現施設解体作業が始まり、平成 30 年度から 31 年度に最終整備を予定しており、最

終形となるのは平成 31 年度中となる。 

 
 
 
 
 

 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度

基本計画           

生活環境影響調査           

地質調査           

事業者選定作業           

土壌汚染状況調査           

まちづくり条例等           

事業者決定           

実施設計           

新施設整備工事           

新施設稼動           

現施設解体           

外構工事           

ﾘﾆｭｰｱﾙ既存事務所棟           

最終形           
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今後、説明会での意見を含むパブリックコメント（市民意見）を踏まえて、ごみ処理施設の基本仕

様、災害に強い施設づくり、施設配置・動線計画、概算事業費と事業手法などハード面に関すること

は、事業者選定に必要な要求水準の作成において検討してまいります。環境対策については、本年４

月より実施の生活環境影響調査の結果に基づき、対策を講じます。周辺まちづくり、エコプラザ（仮

称）などについては、施設・周辺整備協議会の中でさらに検討してまいります。その他、新施設の運

営やソフト面に関することは、新施設稼働までに具体化していきます。新施設の建設事業はまだ長期

に渡りますが、より「安全・安心」な施設づくりを一歩一歩進めてまいります。 

 

●周辺地域説明会（138 名） 

５月 21 日（土） 13 時 30 分～ 緑町コミュニティセンター ２２名

５月 28 日（土） 13 時 30 分～  けやきコミュニティセンター 

*クリーンむさしのを推進する会「地域集

会」共同開催 

２６名

５月 28 日（土） 10 時～ 緑町パークタウンＢ７号棟集会所 ２３名

６月 16 日（木） 14 時～ 都営むさしのアパート集会所 

*クリーンむさしのを推進する会「地域集

会」共同開催 

５７名

 

●クリーンむさしのを推進する会「地域集会」にて基本計画（案）説明（350 名） 

５月 14 日（土） 14 時～ 本宿コミュニティセンター ３２名

５月 16 日（月） 10 時 30 分～ 八幡町コミュニティセンター ２３名

５月 19 日（木） 13 時 30 分～ 桜堤コミュニティセンター ４６名

５月 26 日（木） 13 時 30 分～ 吉祥寺南町コミュニティセンター ２２名

５月 31 日（火） 13 時 30 分～ 吉祥寺西コミュニティセンター ４０名

６月４日（土） 13 時 30 分～ 境南コミュニティセンター ３１名

６月４日（土） 14 時～ 関前コミュニティセンター ４０名

６月５日（日） 10 時 30 分～ 中央コミュニティセンター ５３名

６月 10 日（土） 14 時～ 西久保コミュニティセンター ３１名

６月 16 日（木） 14 時～ 西部コミュニティセンター ３２名

 

●パブリックコメント（市民意見）募集（説明会での意見を含む） 

５月 16 日（月）～６月 16 日（木） ６６件

 

 

 

 

 

 

パブリックコメント 
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（緑）緑町コミセン ／（パ）緑町パークタウン ／（け）けやきコミセン ／（南）吉祥寺南町コミセン ／ 
（（中）中央コミセン ／（西）西久保コミセン ／（都）都営むさしのアパート ／（コ）その他のパブリックコメ

ント 
 
 

①計画の進め方と市民参加 

意 見  ・  質 問 回  答 

■建設、稼動、運営などあらゆる場合において情報公開、

情報共有をし、活発な議論をすることで市民参加ははじ

めて実現するといえよう。市民、行政、専門家がそれぞ

れ積極的に意見交換することにより市民が疑問に感じ

ること、理解しにくいと思うことは何かを把握できる。

そのうえで一人一人の市民が実行できるか否かを検討

することで武蔵野方式と言われる市民参加が成立する。

新施設建設、稼動にいたるまでのスケジュールのうち発

注仕様書（要求水準仕様書）、事業者選定にいたる経過

報告、実施設計書、新施設稼動の試運転データ、現施設

解体、外構工事など付随するものすべてを周辺住民に報

告説明されることが安心、安全の信頼関係を結ぶ。これ

らのことに最大限の努力を求めたい。（コ） 

現施設建設計画から武蔵野方式とされてきた「市民参

加方式」の土壌から、策定委員会が技術的な分野や事業

性の分野に至る地点まで踏み込んだ検討の姿勢は意義

あるものであり、新施設建設計画を進めていく上で、今

後も「市民参加方式」で進めていきます。 

 

■用地、道路等から考えると市内では今の場所しかないよ

うに思います。ぜひ周辺の環境を考え、安全、安心の施

設を作ってほしい。みんなで考えていきたい。（パ） 

■現施設の建設時には、周辺の環境について随分議論をし

た。協議会の提案において、委員提案を出来るか出来な

いかの仕分けを行わず、全て受け入れる形となってい

る。全部は出来ないのであろうが、市民の想いを受け止

めてくれている。（け） 

周辺環境、まちづくりについて、皆様の意見を真摯に

受け止めながら、協議していきます。 

■委員会・協議会では、武蔵野市全体で考えることに留ま

らず、財政や情勢のことまで考えて率直な意見で話し合

うことができて良かった。（パ） 

■今後は、色々な方へ周知し周辺住民、武蔵野全市民、市

の職員、議員で考え、多摩地域を引っ張っていける事例

となるようにしたい。（パ） 

広域的な観点での公共性にも留意しつつ、様々な観点

から検討を進めていきます。 

■環境に良いものにするために、「クリーンむさしのを推

進する会」には市民の意見を吸い上げてほしい。（け） 

全市民のごみに関することであり、「クリーンむさし

のを推進する会」にも検討委員会などに入っていただき

ながら、意見をいただいています。 

■工事開始はいつからになるか？（南） 

 

建設工事は、平成 26 年度から 3 か年を予定していま

すが、準備工事として平成 25 年秋頃から始まります。

■現施設では、発注仕様書の段階で周辺住民に公開された

が、新施設では公開されるのか。（都） 

発注仕様書は DBO 方式に基づく要求水準書というも

のになりますが、今年度末には案を作成して、事業者に

パブリックコメント（市民意見） 
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提示します。その時には、公開できると考えています。

要求水準書の作成は事業者選定委員会での議論を経る

ことになりますが、その経過は施設・周辺整備協議会な

どに説明いたします。 

■都市計画決定の手続きは、どのように進めるのか。（都）

 

 

 

まちづくり推進課や東京都と、都市計画決定の手続き

がどの程度必要であるのか、調整を行っています。規模

が小さくなり、敷地が変わらないため、軽微なものにな

ると考えています。 

■試運転は公開されるのか。試運転の結果が要求水準書を

満たしていなければ、それを満足するまで事業者に再整

備を要求すると思われるが、周辺住民に情報提供出来る

のか（都） 

■排ガス自主規制値については厳しい数値となっている

が新施設の試運転時にはデータを公開し規制値に達し

ない場合はプラントの改善を求める。近隣の西東京市や

練馬区の住民にも新施設建設への理解と協力を要請し

ておくことはいうまでもない。（コ） 

試運転における性能試験の結果等を公開します。西東

京市、練馬区には、計画の進捗について段階ごとに情報

提供を行っています。 

 

②ごみ処理施設の基本仕様 

意 見  ・  質 問 回  答 

■排ガス処理の過程においても熱利用を行うことは出来

ないか。（中） 

排ガス処理の過程においても出来る限り熱回収する

最新の技術があります。ボイラの能力を強化する装置

（低温エコノマイザ）や再加熱を減らし低温で窒素酸化

物を除去できる装置（低温触媒脱硝装置）などです。こ

れら装置の導入の可否について、技術の信頼性、コスト、

管理の容易さなど総合的な検討を行います。 

■ごみ発電は考えているのですか。（西） 

■発電量は、具体的にどれくらいか。（緑）（都） 

■東日本大震災でごみ発電がクローズアップされている。

新施設は 120t と規模は小さいが、電気は蒸気と違って

効率的に使える。発電した場合、どれくらい売電できる

のか。（パ） 

 

ごみ発電は行います。大まかな試算で、１時間当たり

約 2,000～2,500kw 程度、年間で最大 14,600Ｍwh

の発電量と考えております。この電力で、新施設で必要

な電力量年間 5,500Ｍwh（＝電気料金で 8,000 万円

程度）を賄います。さらに、余った電力を庁舎や総合体

育館でどのように使うか、余った熱を足湯に使うなど、

今年から具体的に検討していく予定です。 

■煙突を再利用するのであれば、安全性に十分留意してほ

しい。（緑）（都） 
■煙突を再利用するとのことだが、７０年くらい使うこと

になる。大丈夫なのか、安全性をよく確かめてほしい。

さらに、建設後も毎年強度を確認するくらい、慎重にし

てほしい。（け） 

■現煙突を再利用するとの事ですが、継続して使用可能な

のですか。（西）（都） 

コア抜きという方法で外筒の強度をチェックし、中性

化試験で劣化の調査をしましたが、いずれも問題ないと

いう結果が出ました。さらに耐震補強工事を行い、1.25

倍の耐震基準にします。内筒については交換する計画で

ありますが、現在一般的に使用されているステンレス製

のものよりも丈夫な鋼鉄製の内筒を使用しており、専門

業者のチェックによると、交換する必要がないのではな

いかと言われています。今後技術的な検討を行います。
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■３炉から、新施設では２炉になる。事故等がある場合も、

点検等はやっていけるのか。ごみ減量はあくまでも目標

だが、もし減量出来ない時でもやっていけるのか。（パ）

処理量・年間運転日数には一定程度の余裕をもたせて

計画を進めています。また、平成２１年度焼却ごみ量が

３万２千ｔに減少し、平成２９年度焼却ごみ量３万ｔま

で、さらにごみ減量対策を進め、目標を達成します。 

 

③災害に強い施設づくり 

意 見  ・  質 問 回  答 

■耐震 1.25 倍となっているが、主要設備については「建

物の耐震性能と追随した設備の耐震性能を確保」となっ

ている。1.25 倍ではないのか。（緑） 

建築については 1.25 倍ですが、設備についてはそれぞ

れ個別に設定する必要があり、「追随した設備」と表現し

ています。 

■3.11 を受けて、災害に耐えるよう「強度を高める」と

いう項目が追加してあります。当然、必要と考えられま

すが、一方で「コストパフォーマンスに配慮」というわ

けにはいかなくなるのでは、と危惧を感じました。（コ）

 新施設の耐震強度を 1.25 倍とすることは設計条件に

しており、その上で、「地球環境の保全」や「コスト」を

考えることとしています。 

■地震があり停電になった時、ごみ発電への切り替えが間

に合わなかったら稼働できないのではないか。（緑） 
 

運転停止した後、再稼働する時に電気の供給が無ければ

立ち上げが出来なくなる問題があり、そこは課題となって

います。対応方法について今後検討していきます。 

■緊急停止装置は設置するのか。（都） 

■今回の東日本大震災による原発問題は周辺への日常的

な説明責任が不十分であったことやリスクマネジメン

トへの緊張感が欠落していたことが事故を大きくし、解

決への時間を遅らせている。新施設の建設、稼動におい

ては緊急対策（地震などの天災、あるいは処理困難物の

混入など不測の事故）を想定しておく必要がある。昨年

発生した大量の水銀混入による 23 区の一部清掃工場

の操業停止は関係各署に様々な波紋をもたらした。多摩

地域でも類似事故で多くの清掃工場からの残渣処理に

影響が出た。このように緊張の緩みが周辺住民との信頼

関係を壊すこともあることや他の自治体への影響を引

き起こすこともあることに心しておかねばならない。 

なお、市内外の災害廃棄物処理についても防災計画を立

案する際に関係各課や施設周辺住民の意向を打診し理

解を求めることは当然のことである。また、災害廃棄物

については一般廃棄物に特化し、家庭系、事業系の区分

を明確にした上で処理することとし、産業廃棄物の処理

は取り扱わないなどルールづくり（条例や法律）をする

ことが周辺地域への安心、安全の保障となる。（コ） 

災害時等の安全確保のため、非常用発電と制御システム

により停止させます。震度５強以上の時には緊急停止を行

うことになっており、3 月 11 日の地震では震度５弱であ

ったため緊急停止を行わず、安全確認の上、運転を継続し

ました。新施設についても、各設備の震災等による二次災

害を防止するため、危険物等から必要な保安距離を確保す

るとともに、設備を安全に停止させるための制御システム

及び停電・断水等の危機を回避するための保安設備を設置

していきます。 

災害時の緊急対応については、マニュアル化、緊急対応

訓練などにより安全な施設運営をしていきます。 

災害廃棄物処理については、大規模災害発生後、ごみ発

生量は一時的に極端に大きくなるため、一時的なストック

や広域での協力を要請することなど、本市地域防災計画に

基づく対応としつつ、ごみ減量の実現による処理能力の余

裕部分で対応することで施設規模を設定しました。今後、

災害発生時の対応について、関係機関等と協議していきま

す。 

■このたびの原発事故における放射線による汚染食品（緩

い暫定基準値内に収まっている食品）が全国に出回って

おります。特に魚は内蔵や骨を除いて刺身にした状態で

市では、市内三か所（東部:第三小学校、中部：第五小

学校、西武：さくら野小学校）において、空間放射線量と

土壌中の放射性物質の測定を行いました。測定結果につい
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④施設配置・動線計画 

意 見  ・  質 問 回  答 

■今までは、ごみ収集車がプラットホームに入る前には市

役所側を通るのみであったが、新施設の動線を見ると北

側を通ることになる。またプラットホームが中央通り側

にあることなどから、夏場に生ごみなどの臭気が住宅側

や中央通りに漏れないよう、地下化などを含めて何らか

の仕組みは考えているのか。（緑） 

プラットホームからの臭気を遮断するためにはエアカ

ーテンなどが考えられます。施設配置については、これま

では平面で考えていましたが、今後は断面について地下化

を含めて立体的に検討します。また、生活環境影響調査で、

新施設において現状と周辺での臭気が変わらないかどう

かを調査いたします。 

■野球場やテニスコートを資材置き場に使わなくても大

丈夫そうだという話だが、現施設を解体し、エコプラザ

などを整備して最終的な形になるまで、一貫してそうで

あるのか。（緑） 

施設の規模が決まってきたため、全工程を敷地内で処理

する目処がつきました。エコプラザ（仮称）の完成に至る

まで、野球場やテニスコートを使用可能な形で工事を進め

るべく計画しています。ただし、クラブハウスと駐車場に

ついては解体します。 

■新施設は中央通りの方に行くが、バラ園はどこに行くの

か。（緑） 
■バラ園は楽しみにしているので、残してほしい。（都） 

ラボック市という友好都市のものであり、工事中は移設

しますが、新施設が完成したら敷地内に戻します。屋上緑

化として設置するとか、今よりも入りやすい形で設置する

とかなど、これから検討します。 

測定されていると聞きましたが、ストロンチウムは骨

に、セシウムは内蔵にまで蓄積していきます。内蔵や骨

は多くの場 ～合、中 大の魚においては取り除いて食され、

それらはゴミとして捨てられます。当然それらを焼却し

たら放射線汚染の拡散につながります。新たに施設を作

られる場合は、当然ながら、必ず、放射線物質除去用の

フィルターを設置すべきです。ご対応のほど、よろしく

お願い致します。（コ） 

■福島第一原発の事故に伴い放射能についての心配が出

てきています。今後どうなるかわかりませんが、想定外

の事態が次々と起こります。新クリ－ンセンターでは放

射能対策も加えてください。例えば、汚染物質をチェッ

クし搬入されないしくみ、排ガスや焼却灰を測定し公表

するなど、市民が安心できるよう配慮してください。

（コ） 
 

ては新宿のモニタリングポスト（東京都測定）と差がない

ことから、現時点においては対策が必要とは考えておりま

せん。今後も空間放射線量は月 2 回程度、土壌の放射性

物質は月 1 回継続して測定し、公表してまいります。ク

リーンセンターで処理するごみの中の放射性物質につき

ましたては、先に述べました測定結果から対策が必要とは

考えておりませんが、環境省や東京都等の情報提供、指導

に基づいて対応したいと考えております。今のところ、焼

却による放射性物質の問題に対する情報提供、指導はござ

いません。参考までに、５月１５日に環境省の「災害廃棄

物安全評価検討会」で国立環境研究所の資料として放射性

物質が含まれるごみは、高温焼却の下で揮発され、排ガス

処理中の濾過式集塵機（バグフィルター）でほぼ１００％

の集塵効率が確保されている等の報告がされています。現

施設の排ガス処理設備にはバグフィルターを設置してお

ります。新施設においても、信頼性の高いバグフィルター

を設置します。 
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■「緑を含めた現状の配置を前提としながら」にのっとり

現状の藤棚を存続させていただきますようお願いいた

します。毎年５月に、娘と一緒に、野球場横の、この藤

棚を見に行くのが楽しみになっています。ここまで見事

な藤棚を作るのは、なかなか、年月が必要なことと思い

ます。また、クリーンセンターのような施設に、あのよ

うな見事な藤棚があることは環境との共生という面か

らも、意義深いものかと思います。どうぞ、ご配慮いた

だきますようお願いいたします。（コ） 

藤棚については、バラ園と同様に移植したいと考えてい

ますが、老木となっており、移植に耐えうるかどうか樹木

医等の検討が必要となっています。また、移植するために

は根回しが必要であり、そのために枝を相当に切る必要が

あるので、現状よりも小さくなると考えられます。 

■見学者が効果的に見学できる設計、デザインにしてくだ

さい。（コ） 

■煙突や建物のデザインは、周辺の景観に違和感のない、

周辺住民に受け入れられるものにするために、今後施

設・周辺整備協議会で検討してください。（コ） 

今年度後期より着手する発注仕様書（要求水準書）、基

本設計図作成等において、付帯施設の配置や地下利用を含

めた断面の検討の中で、見学者が効果的に見学できる設

計・デザイン、煙突や建物のデザインも検討していきます。

また、施設・周辺整備協議会でも検討します。 

 

 

⑤環境対策・生活環境影響調査計画 

意 見  ・  質 問 回  答 

■排ガス規制値は日本で一番厳しい数字を取ると言われ

ているが、数字では実感しづらい。人体への影響という

視点から、何か一文添えて説明してほしい。（緑） 

国の基準値が、健康に被害を及ぼさない数字とされて

います。現施設も、その数字からは大幅に低い自主規制

値を取っていますが、新施設ではさらに低い数字を取り

ます。 

■排ガスのシミュレーション結果（説明会資料）の

「0.00002ppm」などという数字は、どのように測定

するのか。測定可能な数字はどれくらいなのか。（緑）

測定可能な数字は「0.001ppm」までであり、コンピ

ューター上のシミュレーション結果でしかありません。

煙突から排出されるガスは、地上において最も濃度が高

く着地する地点においても測定できない桁の数値であ

り、関前局（五小）での測定に影響しない数値と考えま

す。 

■市内の測定点の数はどれくらいか。（緑） 

■生活環境影響調査では、今年（平成 23 年度）の結果か

ら、どんな議論ができるかが重要である。これから工事

が始まり、周辺環境が様々に変化し、生活な密着してい

る身近な問題となるので意識を高くしておく必要があ

る。（パ） 

東京都環境局が定期的に測定しているのは一か所（関

前局/五小）のみですが、生活環境影響調査ではさらに３

か所の調査を行います。新施設稼働後は、自主的にこの

３か所で継続的な調査を行い、生活環境影響調査の結果

に変化がないことを継続的に確認していきたいと考えて

います。また、成蹊高校が何十年も気象測定をしている

ので、この結果も活用していきたいと考えます。 

■福島の原発で放射能問題が注目されているが、ニュース

などの数字と単位が気になる。バックグラウンドに対し

て、その数字がどのくらいに相当するかを説明する必要

がある。クリーンセンターでは、バックグラウンドから

議論しているため良かったと言える。（パ） 

バックグラウンドに対してどれくらいの影響があるか

という議論は、まさしく必要なものであったと考えてい

ます。 
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⑥概算事業費と事業手法 

意 見  ・  質 問 回  答 

■事業費が 80 億円。建設費は５千万円/ｔと試算されてい

るが、市民の目から見ると高く感じる。オーダーメイド

だからしょうがないのか？技術審査をしっかりと行い、

メーカーのいいなりには絶対になってほしくない。（パ）

DBO 方式は、メーカーにある程度の自由度を持たせる

ことで、民間ノウハウを引き出し、コストの削減を図る

合理的な手法です。事業者選定は、コスト点、技術点な

どで総合的に決定していきます。 

■新施設は、何年使用することを想定しているのか？（パ） DBO 方式では 20 年間の長期契約を考えており、そこ

を折り返し時期と考え概ね 40 年を想定しています。 

■運営についてどうやって監視をするのか。（パ） 

■モニタリングについては周辺住民が中心になる運営協議

会で報告されることになると考えられるがデータの説明

は住民に理解できるように解説できる専門家を配置すべ

きである。当然のことながら、データは要求に応じて開

示する。（コ） 

モニタリングという形で監視を行います。事業者には

運営報告書を提出させ、庁内チームや専門家でチェック

できる体制を整えます。その内容を運営協議会に報告す

る体制は今までどおり変わりません。 

■現施設建設時と新施設での検証によるこれまでの違いは

どうか。（西） 

現施設は、設備の劣化状況を確認し、予防的に整備を

行い、安全な施設運営を図ってきましたが、建設及び運

営を別々に入札し、運営においては業務ごとの発注や単

年度契約により各々の業務を実施する形態で、民間事業

者のノウハウの活用が図りにくいという課題がありま

す。その間、計画的な整備手法が確立され、新施設にお

いては、民間事業者のノウハウ等を活用して効率的かつ

効果的な事業実施を図るため、建設から長期の運営等業

務までを一括して発注、総合評価し事業者を選定する契

約形態であるＤＢＯ方式を採用することとしました。 

 

 

 

 

 

 

 

■街の緑を増やし、景観や居住環境を良くすることと、建

物の省エネ・節エネ化に非常に有効な“屋上緑化”を強

力に推進・支援して欲しい。例えば、南町コミセンの屋

上を緑化すれば節電に有効であるし、高齢者の安全な休

憩・散策に使える。（南） 

新施設においても、屋上緑化を積極的に取り入れるべ

く検討していきます。 

■解体工事については周辺住民に十分配慮し、説明会はも

ちろんですが、安全で安心できるようにしてください。

（コ） 

生活環境影響調査において、工事中の騒音、振動等を

予測し、影響を最小限に抑える工事計画を作成します。

また、工事説明会を実施するとともに、工事中の騒音、

振動等を測定します。 
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⑦白煙防止装置 

意 見  ・  質 問 回  答 

■結局、白煙防止装置はどうなるのですか？（パ） 策定委員会から、白煙防止装置はつけないと提言をい

ただき、地球温暖化対策などの観点から市としても設置

しないとして計画しています。ただし、アンケートで

10％の人が反対であったことは重く受け止めており、今

後丁寧に説明していくつもりです。排ガス処理方式を湿

式処理から乾式処理に変更したため白煙は見えにくくな

りますが、技術的な面でもできるだけ見せないように努

めていきます。実際、冬でも真冬日以外の普通の日は見

えないと考えています。 

■「白煙防止装置を止める実験」についてアンケートを行

ったが、実際に稼働してからどう感じるかについてもフ

ォローして欲しい。評価が必要である。（緑） 

稼働後の評価についても行いたいと考えています。 

 

⑧周辺地域のまちづくりについて 

意 見  ・  質 問 回  答 

■地元としては、これから 40 年間付き合っていく覚悟が

必要である。緑町２丁目と３丁目を結ぶ道は暗くて夜は

歩けないことを改善するなど、40 年を見据えたまちづ

くりをしてほしい。（パ） 

■まちづくりの観点から｢低炭素社会モデル地域｣とする

提言は画期的な内容で評価したいが、市民の協力と理解

が伴わねば絵に描いた餅となりかねない。どのように実

現の方向へ歩むかは啓発、促進の手法によるところが大

きい。まさしく市民、行政、事業者の協働が試される点

でもある。具体的には周辺協議会の再編成による委員会

で議論されることとなろうが、そのメンバー構成もよく

よく検討したうえで発足を願いたい。（コ） 

今回の基本計画（案）は、クリーンセンターの敷地内

についてのみお示ししています。施設・周辺整備協議会

で、周辺のまちづくりについての課題・提案をまとめま

した。この課題・提案を踏まえ、施設・周辺整備協議会

を再設置し、引き続き、施設・周辺整備の検討を行いま

す。 

■今後、周辺整備協議会での検討を期待していますが、緑

町コミセンと新施設の間にあるテニスコートの配置が、

周辺まちづくりの整備の課題となっています。緑町コミ

セン、新施設を開放的で市民に親しまれるものにするた

めに、何より周辺のまちづくりをする上で、エコセンタ

ー（仮称）とエコプラザ（仮称）、コミセン、緑町３丁

目の動線の整備は重要です。周辺整備を効果的に行うた

めにも、テニスコートを他の場所に増設することも含め

て、テニスコートのレイアウトを変更、一面減らすなど

検討してください。（コ） 

野球場、テニスコート、緑町コミセン、緑を含めた現

状の配置を前提としながら、新施設とこれら施設が融合

し、エリア全体が緑と一体化した景観と、環境負荷の軽

減を図った施設整備を検討していきます。施設・周辺整

備の具体化は、段階的、長期的な視点に立って進める必

要があり、施設・周辺整備協議会で検討を進めます。 
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⑨広報・啓発活動について 

意 見  ・  質 問 回  答 

■このような説明会は、多くの市民が出したごみがどうな

っているのかを自覚する良い機会なる。（パ） 

■昨年 12 月に実施した白煙防止実験の説明会では、２名

しか集まらなく非常に危機感を感じた。周辺地域を代表

して委員会や協議会に出席している委員は、会議に出席

するだけでも時間が拘束されてしまい大変な部分があ

る。このような説明会に、できるだけ多くの方に参加し

てもらい一緒に考えていきたい。（パ） 

■建て替えの興味を持ってほしい。現施設の建設時には反

対したが、それによってコミセンが出来たし、横のつな

がりが出来、交流が生まれた。ごみ焼却施設というのは

迷惑施設であり、用地が決まると関心がなくなる。（け）

■クリーンセンターがここに建つのは仕方がないが、これ

をコアにして環境や、ごみの減量を行ってほしい。（け）

今後も機会を捉えて、建て替えについてご説明してい

きたいと思います。 

市民全員の出すごみのことであり、全市的な課題とし

て推進すべく、出来るだけ多くの人に考えていただける

よう、広報を行っていきます。 

■エコプラザ（仮称）を有効に運用できるように企画案を

市民参加で練り上げたい。単なる展示や映像では、啓発

に力不足となる。実験と体験と討論を中心とした環境学

習機能をそなえたい。（南） 

■現在の建物を一部利活用する考えのようであるが、もっ

と徹底的な利活用を図って欲しい。例えば、“リサイク

ル工房”（多機能で大型のもの）の設置など。（南） 

エコプラザ（仮称）の運営については、市民参加によ

るもので考えており、その機能や企画案についても市民

の方々と一緒に検討していきたいと考えています。施

設・周辺整備協議会などを通して議論を行いながら、市

民の意見を募集し、検討を進めます。 

■市民が積極的なゴミ減量活動等をして、市の財政負担に

も効果の上がる成果が出た場合には、市民への報賞を考

慮して欲しい。（南） 

ごみの減量は、市民の税金の節約につながります。そ

の試みを推進するためにも、インセンティブをつけると

いう手法もあると考えます。 

⑩ごみ減量と相互支援体制について 

意 見  ・  質 問 回  答 

■新施設は予備炉を持たないため、市民の減量が必須であ

ると同時に近隣施設との相互支援体制が不可欠である。

広域協力について多摩地域で日常的に話し合う機会を

つくることも必要であろう。ストーカ炉を選択しエコセ

メントへの資源化の継続を実施することになるが、新し

い資源化方法についても研究し、エコセメントの利用に

行き詰った場合にも柔軟に対応できるように考慮して

おく。（コ） 

新施設稼働後、しかるべき時期には、ごみの減量、技

術革新、社会環境の変化などにより、広域化や分散化が

可能になることも想定されます。今後、脱焼却を推進し

つつ、市内での分散処理や他自治体との共同処理の可能

性を模索しながら、さらなるごみ減量・資源化に向けた

取り組みについて具体的な検討を行い、実現に向けた事

業につなげてまいります。 
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⑪その他 

意 見  ・  質 問 回  答 

■「クリーンセンター」という名称は分かりづらい。新施

設において、「エコ」という言葉は目的に合っていて良い

が、より積極的に「エコ推進プラザ」や「エコ＆３R 推

進プラザ」などはどうか。また、エコプラザ（仮称）に、

廃ガラスを使った工房の設置を提案したい。（緑） 

ネーミングについては現在「仮称」ですが、いずれ決

定する必要があります。その時には、そういったメッセ

ージを発信できるものに考えたいと思います。また、施

設・周辺整備協議会では、エコプラザ（仮称）で廃品を

再利用して、新しい価値を見出すことを提案していま

す。廃ガラスを使った工房もこの提案の一つと考えま

す。 

■現在は仮称とはいえ、エコセンター、エコプラザの名称

は公募して決めてください。仮称をつけるのは議論を進

めるうえで必要であったと思いますが、特にエコプラザ

の名称には違和感があります。（コ） 

ネーミングについては様々なご意見があると思いま

す。公募等も含め、いずれ決定する必要があります。 

■ハードとまちづくりについて庁内推進本部を設置した訳

であり、そういった立場の方々にも説明会に来てもらい、

地元の意見を感じ取ってもらいたい。庁内推進本部の具

体的な動きが見えるようにしてほしい。（緑） 

■隣接のスポーツ施設と関係団体へは新施設建設にあたり

周辺住民の理解あってのことや今後恩恵に浴すであろう

エネルギーの発生源である新施設について関係者一人一

人に啓発すべきである。現施設周辺住民の要望した子ど

もたちが自由に利用できる多目的広場や壁打ちテニスの

施設が体育協会の強い反対の力で実現しなかったことを

思うとき、今後武蔵野市の関係各課の調整を図る庁内プ

ロジェクトへの期待をしたいが不安も残る。理解を示し

新施設建設を容認した周辺住民との信頼関係を配慮した

調整をしてほしい。（コ） 

■行政の担当者が交代すると約束事を反故にされることが

たまにある。新施設の建設、稼動、運営などについては

信頼関係を失わないよう行政の継続性を果たされ約束は

守ることを願いたい。それが周辺住民のささやかな望み

でありかつ重要事項であることを忘れないでほしい。

（コ） 

庁内推進本部は、いったん本年３月で区切りました

が、４月から新たにスタートして、体制は継続していま

す。新施設の運営方法など、重大事項については随時報

告し、庁内の横断的な調整を図っています。 

また、今後も、現在の新施設建設計画を進める組織体

制を継続します。 
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１．本提言の目的 

本提言の目的は、新たに市役所北エリアに建設されるごみ処理施設の全体像として、次の５つの

項目について明らかにすることである。 

① ごみ処理施設の基本仕様 

② 施設建設用地の使い方（施設配置・動線） 

③ 周辺地域での生活環境調査の基準と具体的内容 

④ 施設の建設・運営方式の選択と整備事業費の概算 

⑤ 次世代型環境文化施設としての機能付加の考え方 

このため、平成 22 年２月に当委員会が設置され、従来からの「市民参加方式」の考え方を継承

し、専門家の助言を受けながら１年余りの検討を進めてきた。 

 

2．建て替えに至る長期的な流れ 

現施設（昭和 59 年稼動）が建設されるまでは、本市のごみは三鷹市との共同処理場において処

理されていたが、その継続が困難となり、市独自のごみ処理場の建設を余儀なくされた。すでに人

口過密都市であった本市においては、とりわけ用地の問題を中心に困難を窮めたが、地域の住民を

中心として、行政・議会を含めての賢明な努力の積み重ねによって、この難局を乗り越えるを得た。

さらに、「よりよい施設でよりよいまちに」を合言葉に、景観・緑化、煙突のデザイン、排ガスの

処理方式など、多くの課題に「市民参加方式」を貫き、当時としては全国でも稀なケースとされる

に至った。 

特筆すべきは、こうした流れに並行して発足し、それ以降、活動を続けてきた「武蔵野クリーン

センター運営協議会（以下「運営協議会」という）」と「クリーンむさしのを推進する会」の存在

と歩みである。「運営協議会」は稼動から 26年間一貫して現施設の監視役を引き受け、時に市と市

民の双方に警鐘を鳴らし、ごみ行政が安定的に継続するための一翼を担うとともに、「クリーンむ

さしのを推進する会」は全市的なごみの減量や資源化の推進に努めてきた。 

 

3．施設・まちづくりについての市民提案から本計画への展開 

こうした長期的な経緯を踏まえ、新たに建て替えが顕在化した一昨年度に「（仮称）新武蔵野ク

リーンセンター施設まちづくり検討委員会」（以下「まちづくり検討委員会」という）が市民参加

に基づいて発足した。この委員会に託された課題は「新施設の整備用地」「新施設のあり方」「新施

設の周辺地域のまちづくり」の３点であったが、まず、建て替えの必要性、運営協議会の役割、脱

焼却処理（生ごみ堆肥化など）の可能性など、ごみ処理問題全体の視点から「新施設の在り方」に

ついての検討が進められた。ここで「新施設の在り方」を考えるに当たっては、ごみ問題は全市民

が担うべきなど、５つの基本方針を打ち出し、そのイメージの明確化に努め、その結果として「新

施設の整備用地」「新施設の周辺地域のまちづくり」を提案した。これを受け、市は「市の基本的

な考え方（平成 21 年 12 月）」により、市の責任において施設の建て替えと現施設敷地内東側を活

用しての建設用地を決定した。 

これらに基づいて、昨年度末設置されたのが当委員会及び協議会であり、この両者の協働によっ

て、施設の建設と周辺地域まちづくりへの具体化に向けての検討の前進を図ることになった。 

【資料１】新武蔵野クリーンセンター（仮称）施設基本計画基本計画提言「はじめに」より抜粋 
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4．計画検討の姿勢 

新施設検討にあたって、市街地にある施設として「安全・安心」が前提条件であることは現施設

建設時から変わっていない。しかし、生活環境の変化とともに「安全・安心」だけでなく、以下４

つの新たな考え方も重要な条件であるとし、計画の検討を進める上での基本姿勢とした。 

（１）ごみ問題解決への長期的・広域的視野の共有と市民の積極的な関わりの促進 

今回、ごみ処理場という、すぐれて公共的な施設のあり方を、個人や近隣住民の範囲に止めるこ

となく、全市民にとって、より長期的かつ地球規模にも及ぶ広域的な公益の観点から捉え、真の意

味での「公共性」の確立を目指し検討を進めてきた。武蔵野方式とされてきた「市民参加方式」は、

まさにこうした「公共性」の確立を目指す土壌であり、今回は技術的な分野や事業性の分野に至る

地点まで、あえて踏み込むことによって、今後の市民参加や市民協働のモデル形成への挑戦を試み

た。将来、ごみの減量、技術革新、社会経済の変化などによる、ごみ処理施設の広域化や分散化が

想定されるが、市民としては暮らしの中での２Ｒ、つまり「ごみ減量－Reduce」「再利用－Reuse」

を軸に、脱焼却の推進に努めていくとともに、新施設は脱焼却に向けた市民生活の変革を促すもの

とする。 

（２）地球環境、広域的な環境に及ぼす影響への最大限の配慮 

新施設の建設においては、科学の進歩により解決してきた「安全・安心」について、現時点で最

高水準の自主規制値を設定し、それに適う範囲で、現代の大きな課題である「地球環境の保全」に

最大限配慮した。「安全・安心」の限りない追求は、温室効果ガスの増大、水資源の浪費など「地

球環境の保全」を困難にし、両者間にトレード・オフの関係が生じる。また、市政全体で考えた時

に福祉・教育・防災・その他の都市整備などに必要な財源の有限性に留意し、長期的な経済性を確

保することも重要な課題である。そのため、「地球環境の保全」およびコストパフォーマンスの観

点から、厳しい自主規制値を満たすことを前提にエネルギー効率の高い乾式設備を排ガス処理設備

として採用すること、排ガスの中身は変わらずに白煙（水蒸気）を見えなくするだけのエネルギー

を消費する白煙防止装置を設置しないこと、解体・新設による廃棄物・エネルギーの抑制のため既

存の煙突や事務所棟等を再使用すること、などを進めることとした。 

（３）適切な技術革新・先進事例成果の取り入れと建設・運営コスト削減への努力 

現施設建設から 26 年が経過し、その間に多くの技術革新があったが、その導入には多額の費用

を要したり、実績の不十分さなど、様々な課題が見られる。そうした「新技術の導入」にあたって

は、現施設における課題を明確にし、焼却炉、排ガス処理、ごみ発電等の選択の面で、専門家の助

言や先進事例の視察などにより、その可能性を模索し、かつ将来にも対応できるよう、採用の適否

を判断した。 

（４）施設周辺の地域社会と暮らし、今後のまちづくりへの重点的配慮 

当委員会は、豊富で多様な付加価値により、新施設を「周辺地域に対する配慮・周辺環境に溶け

込む施設・環境文化施設」とする方向を模索してきた。このため、当委員会としては周辺地域に住

む住民によって構成される協議会に、前提となる要件とアウトラインを示しつつ、その素案づくり

に協力した。 
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●白煙防止装置を止める実験アンケート結果 

【回答数・回収率】 

住所 発送数 回答数 回収率 

緑町１丁目 1,080 154 14.3％

緑町２丁目 2,470 485 19.6％

緑町３丁目 328 75 22.9％

吉祥寺北町４丁目 1,550 268 17.3％

吉祥寺北町５丁目 690 116 16.8％

その他  1

不明  5

合計 6,118 1,104 18.0％

 

【白煙防止を行わないことに対する回答】 

項目 回答数 回答率 

賛成 731 66.2％

反対 110 10.0％

どちらとも言えない 251 22.7％

不明 12 1.1％

合計 1.104 100.0％

 

【「賛成」の理由】（複数回答） 

賛成理由 回答数 回答率 

エネルギーの有効利用 484 66.2％

地球温暖化対策 547 74.8％

コスト削減 578 79.1％

白煙防止装置分のスペースの有効利用 147 20.1％

その他 42 5.7％

不明 9 1.2％

 

【「反対」の理由】（複数回答） 

反対理由 回答数 回答率 

環境被害が不安 83 75.5％

悪臭が心配 29 26.4％

ススなどが出ることが心配 27 24.5％

景観に良くない 52 47.3％

その他 22 20.0％

不明 13 11.8％

 

 

 

 

 

 

【資料２】白煙防止装置を止める実験アンケート結果 

実験中 

通常時 

実験中の排出ガス調査結果 

（１） 大気汚染物質 

白煙排出実験期間中の排ガス中の大気汚染物質濃度の測定結果は、すべての項目で平成 19～22 年度の

通常化稼動時の濃度と同程度であり、協定基準値等及び法定基準値を大きく下回った。 

（２） 臭気 

規制基準のある臭気指数・臭気排出強度は、すべて実験前の通常稼動時と同程度であり、規制基準値を大

きく下回った。 
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用語解説（あいうえお順） 

本文中には、用語解説において説明している言葉が最初に記載されている箇所に「＊」印をつけて

います。ご参照下さい。 
 

いおう酸化物               P.7 

硫黄の酸化物の総称で、三酸化二硫黄（S2O3）、二酸化硫黄（SO2）、三酸化硫黄（SO3）などがある。

ソックス・SOx ともいう。石油や石炭などの化石燃料を燃焼するとき、あるいはごみ処理施設では、ごみ

に含まれている硫黄分が燃焼により酸化し排出される。刺激性が強く１～10ppm 程度でにおいを感じ、呼

吸機能に影響を及ぼすほか、眼の粘膜に刺激を与え、流涙をきたす。また、酸性雨の原因物質でもある。 
 
一酸化炭素               P.7 

炭素または炭素化合物が不十分な酸素供給の下に燃焼するときに発生する無色、無臭の気体であり、生

理上有毒である。血液中のヘモグロビン（肺から全身へと酸素を運搬する血液中のたんぱく質）と結合し

やすく、ヘモグロビンの酸素の運搬作用を阻害する。廃棄物処理法の維持管理基準では、煙突から排出さ

れる排ガス中の一酸化炭素の濃度が 100ppm 以下となるよう焼却することとある。ダイオキシン類の濃度

を連続測定することが困難であるため、一酸化炭素の濃度を測定し、ダイオキシン類発生の指標としてい

る。 
 
エコセメント               P.7 

焼却後の灰に、従来のセメント原料である石灰石などを混ぜて作られるセメント。1300℃以上という高

温で焼成されるため、焼却灰に含まれるダイオキシン類などの有害物質は、分解されて無害になる。鉛な

どの有害金属は塩化物として回収されるため環境汚染を引き起こすことはないとされる。本市を含む東京

多摩地域の 26 市町で構成される「東京たま広域資源循環組合」では、二ツ塚最終処分場内にエコセメン

ト工場を設置し、エコセメント事業を実施している。エコセメントは、ＪＩＳ規格で普通のセメントと同

等の品質が確保されており、建築・土木工事のコンクリート製品等の資材として使用されている。 
 
塩化水素                                 P.7,18,19 

刺激臭を有する無色の気体で、水に溶かしたものが塩酸である。ガス状塩化水素は、粘膜を刺激し、結

膜にも炎症を起こす。塩化物を含むごみを焼却すると発生するもので、大気を汚染するだけでなく、焼却

炉の劣化も著しいので大きな問題となっている。 
 
温室効果ガス              P.3,18,19,36 

大気中の二酸化炭素やメタンなど、太陽からの熱を地球に封じ込め地表を暖める働きがある気体の総称。

97 年の第三回気候変動枠組条約締約国会議（COP3）で採択された京都議定書では、地球温暖化防止のた

め、二酸化炭素、メタン、一酸化二窒素のほか HFC 類（ハイドロフルオロカーボン類）、PFC 類（パーフ

ルオロカーボン類）、SF6（六フッ化硫黄）が削減対象の温室効果ガスと定められている。 
 
外筒／内筒                                       P.8 

外筒は煙突の外側の筒状の工作物のことで、排ガスを排出する内筒を保護する役割があり、コンクリー

ト等で作られているものをいう。 
内筒は、適正に処理した排ガスを大気中に拡散させるために、外筒の内側に設置されたステンレス等の

金属で作られているものをいう。 
 
環境影響評価             P.17,19 

道路、ダム事業など、環境に著しい影響を及ぼすおそれのある行為について、事前に環境への影響を十

分調査、予測、評価して、その結果を公表して地域住民等の関係者の意見を聞き、環境配慮を行う手続き

のことをいう。一般的には、環境アセスともいわれる。 
 

コア抜き                                        P.8 
ダイアモンドカッターなどを用い、コンクリートの壁面から試験に用いる円柱を採取することを言う。

採取した円柱は、中性化試験や圧縮強度試験などコンクリートの状況の確認に用いられる。 
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ごみ質                P.5 
ごみの物理的あるいは化学的性質の総称。ごみ質は、燃焼のしやすさやしにくさ、三成分（水分、灰分、

可燃分）、単位体積重量（見かけ比重）、元素組成比などから表される。 
 
ごみ発熱量               P.5 

完全に燃焼する際に発生する熱量のことをいう。発熱量には、①高位発熱量、②低位発熱量がある。な

お、本文中における「ごみ発熱量」は②低位発熱量を指す。 
①高位発熱量 
総発熱量ともいい，通常の熱量計（カロリーメーター）で実測される熱量で，燃料の燃焼によって生

成された水蒸気が液体の水になる際に放出する熱量（蒸発潜熱）を含めた熱量。 
②低位発熱量 
真発熱量ともいい，水分が蒸気のまま（気体）でいる場合の熱量で，焼却炉でごみを燃焼させた際に

発生する熱量であり，火格子面積，燃焼室容積，ガス冷却装置，ガス処理装置などの計画に必須の数

値となる。三成分と密接な関係がある。 
  
循環型社会形成推進交付金             P.21 

市町村が、廃棄物の３Ｒ（リデュース、リユース、リサイクル）を総合的に推進するため、広域的かつ

総合的に廃棄物処理・リサイクル施設整備を計画（循環型社会形成推進地域計画）に位置づけられた施設

整備に対して交付する交付金。 
 
ストーカ炉               P.6 

焼却炉には、ストーカ炉や流動床炉等があるが、全国で最も採用されている炉形式がストーカ炉である。

ストーカ炉は金属の棒を格子状に組み合わせて、階段状に並べたもので、下から空気を送りこみ、火格子

（金属の板）の上で転がし、焼却炉上部からの輻射熱（遠赤外線により直接伝わる熱）で乾燥、加熱し、

攪拌、移動しながら燃やす仕組みの焼却炉をいう。 
 

関前局                P.19 
環境基準の適合状況の把握、大気汚染対策の効果の確認などのために全国約 1500 箇所に一般環境大気

測定局が設けられている。その一般環境大気測定局のうち、武蔵野市第五小学校内にある測定局を関前局

と称する。 
 

タービン               P.9 

作動流体（伝動の媒体となる流体、気体）を膨張させ、その熱エネルギーを機械的仕事（動力）として

取り出す回転機械。ガスタービンと蒸気タービンに大別される。 
 
ダイオキシン類            P.7,18,19 

塩素含有物質等が燃焼する際に発生する、狭義のダイオキシンとよく似た毒性を有する物質をまとめて

表現するもの。ダイオキシン類対策特別措置法（1999）では、ポリ塩化ジベンゾ-パラ-ジオキシン（PCDD）、

ポリ塩化ジベンゾフラン（PCDF）、コプラナ－ポリ塩化ビフェニル（Co-PCB）をあわせて「ダイオキシ

ン類」と定義している。いずれも平面構造を持つ芳香族有機塩素化合物で、置換した塩素の数や位置によ

り多数の構造異性体が存在している。塩素と有機物（ベンゼン環）存在下で、銅を触媒にして生成する。

特に 250～400℃の比較的低温で、有機塩素を含むプラスチックを不完全燃焼すると発生しやすい。 
 
耐震性能               P.8 

耐震性能は、大きな地震が発生した際にどの程度の耐性を持っているかを示すものである。重要度係数

1.25 の場合は｢耐震性が優れている建築物｣と称され、地震後も構造体の大きな補修をすることなく、建築

物を使用できるくらいの耐震性能を有しているものである。一方、重要度係数 1.0 の場合は｢耐震性が確

保されている建築物｣と称され、地震時において構造体に部分的に損傷を生ずる可能性はあるが、倒

壊又は崩壊する危険性は低いくらいの耐震性能を有しているものである。 
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耐震補強                                       P.8 
建物の外部や内部の壁、柱の耐力や剛性、ねばり強さを向上させることで建物の耐震性能を高める方法

をいう。 
 
窒素酸化物               P.7 

窒素の酸化物の総称であり、一酸化窒素、二酸化窒素、一酸化二窒素、三酸化二窒素、五酸化二窒素な

どが含まれる。通称ノックス（NOx）ともいう。光化学オキシダントの原因物質であり、硫黄酸化物と同

様に酸性雨の原因にもなっている。また、一酸化二窒素（亜酸化窒素）は、温室効果ガスのひとつである。

大気汚染物質としての窒素酸化物は一酸化窒素、二酸化窒素が主である。工場の煙や自動車排気ガスなど

の窒素酸化物の大部分は一酸化窒素であるが、これが大気環境中で紫外線などにより酸素やオゾンなどと

反応し二酸化窒素に酸化する。そこで、健康影響を考慮した大気環境基準は二酸化窒素について定められ

ているが、排出基準は窒素酸化物として基準値が決められている。 
 

中性化                                        P.8 
二酸化炭素によって生じる、鉄筋コンクリートの劣化のひとつ。コンクリートは主成分がセメントであ

るため内部がアルカリ性であるが、外部からの炭酸ガスの侵入によって中性になると鋼材の不動態被膜が

失われ、耐腐食性が低下する。鋼材の腐食により、構造体の耐力低下につながる恐れがある。 
 

低周波音            P.18,19,20 
一般に周波数 100Hz 以下の音をいい、住宅等の建具のがたつき、人体への影響などをおこす騒音として

扱われている。 
 

廃棄物処理法            P.17,19,21 
廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和 45 年 12 月 25 日法律第 137 号）は、廃棄物の排出抑制と処

理の適正化により、生活環境の保全と公衆衛生の向上を図ることを目的とした法律。 
 
ばいじん               P.7 

「ばい煙」のひとつで、すすや燃えかすの固体粒子状物質のことをいう（煤塵）。 
大気汚染防止法（1968）の第 2 条第 1 項第 2 号では「燃料その他の物の燃焼又は熱源としての電気の使

用に伴い発生する」ものと定義している。無機物質、有機物質、各種金属等が含まれる。 
同法では、ばいじんを排出する 26 種類の施設からのばいじんの排出を燃料の種類、施設の大きさに応

じて規制している。燃焼以外から発生する固体粒子は、法的には「粉じん」として区別する。 
大気汚染防止法のばい煙発生施設、または産業廃棄物焼却施設の集じん施設によって集められたばいじ

んは、産業廃棄物のひとつとして廃棄物処理法（1970）に基づき処理される。 
 
売電                P.9,10 

発電設備を持つ団体・一般企業が余剰電力を電力会社に売る卸電力販売や大口需要家向けの小売り、一

般家庭での太陽光発電の余剰電力を電力会社に売ること。コスト面だけでなく、新設発電所の抑制など環

境面での貢献もできるとされている。 
 
白煙防止（白防）          P.7,21,36,37 

高温多湿の排ガスが大気中で冷却されていく過程で結露し、水分が白く目に見える状態になったものが

白煙と呼ばれており、湿度の高い梅雨期や、外気温度の低い冬期に特に発生しやすくなる。焼却時に発生

した蒸気等の熱で過熱した空気を再度吹き込み、排ガスの温度を上げ、相対湿度を減らすことにより、排

ガスが拡散する過程で過飽和となり、排ガス中に含まれる水蒸気が凝結しないようにするための対策・方

法。 
 

発電効率             P.2,6,7 
発電効率（％）は、一般的に発電出力／投入エネルギーで表される。また、熱回収率×蒸気利用率×発

電システム効率で表すことができる。 
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ピットアンドクレーン方式             P.9 
収集してきたごみをごみピットに一時的に貯留した後、ごみクレーンを使って焼却炉のホッパ（投入口）

や投入コンベヤなどにごみを供給する方式のこと。他には、ごみピットを使わずに、ごみヤード等に平置

きした上で、ごみをホッパに直接投げ入れる方式もある。現在は、小規模なごみ処理施設を除き、ピット

アンドクレーン方式が採用されている。 
 

浮遊粒子状物質             P.18,19 
大気汚染物質の一つであり、大気中に浮遊している粒子状物質（PM）。粒径 2.5μm 以下の小さなもの

を微小粒子状物質(PM2.5)と呼んでいる。 微小粒子状物質は粒径がより小さくなることから、肺の奥深く

まで入りやすく健康への影響も大きいと考えられている。 

 
ボイラ                P.11 

燃焼させて得た熱を水に伝え、水蒸気や温水に換える熱源機器である。ごみ焼却施設では、ガス冷却設

備として設置されている。ここで発生する蒸気を廃熱利用している例が多い。 
 

DBO（Design Build Operate）          P.21,22,23 
建築主、施設所有ともに公共が行い、施設整備・運転管理を一括長期契約することで、コストを抑え、

民間のノウハウを生かす発注方法。 
 

m3
N（立方メートルノルマル）             P.7 
標準状態（0℃、1 気圧）における気体 1 立方メートル。気体は、温度・圧力により体積が変化すること

から、標準状態（0℃、1 気圧）のガス量に換算して気体中の物質濃度等を評価する。N はノルマル（ノー

マル）と読み、標準状態を表す。正確には、m3（Normal）または m3（標準状態）と書く。 
 
ng                P.7 

重さの単位。 
kg 103g 1000g 
g 
mg（ミリグラム） 10-3g 0.001g 
µg（マイクログラム） 10-6g 0.001mg 
ng（ナノグラム） 10-9g 0.001µg 
pg（ピコグラム） 10-12g 0.001ng 

 
PDCA サイクル               P.22 

事業活動における生産管理や品質管理などの管理業務を円滑に進める手法の一つ。Plan（計画）→ Do
（実行）→ Check（評価）→ Act（改善）の 4 段階を繰り返すことによって、業務を継続的に改善する。 
 
ppm                P.7 

濃度や含有率等の容量比、重量比を表す単位で百万分のいくつかを示す単位。一般に大気汚染物質の濃

度については容量比で示され、大気 1m3の中にその物質が 1cm3含まれている状態を 1ppm という。 
 家庭用浴槽（約 200L）に目薬 4 滴（約 0.2mL）程度の濃度が 1ppm。 
 
TEQ（Toxic Equivalent：毒性等量）            P.7 

毒性の強さを加味したダイオキシン量の単位。ダイオキシンは、塩素の数及び位置が異なる異性体の混

合物として環境中に存在し、毒性の強さは異性体よって異なるため、ダイオキシン異性体の量を単純に合

計しても、その数値で毒性影響を評価することはできない。そこで、ダイオキシンでは、各異性体の量に

それぞれの毒性の強さの係数（TEF）を乗じた値の総和として表わすのが一般的となっている。このよう

に異性体の量当たりの毒性が等価になるように換算された値は、その数量から毒性影響を評価することが

可能である。このようにして換算された数値には、重さの単位に TEQ を付けて単純な物理量ではないこ

とを明示することになっている。 
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新武蔵野クリーンセンター（仮称）施設基本計画 

 

●問い合わせ：武蔵野クリーンセンター 

●住所   ：〒180-0012 武蔵野市緑町 3-1-5  

●電話   ：0422-54-1221 

●ＦＡＸ  ：0422-51-9194 

●メール  ：cnt-clean@city.musashino.lg.jp  

 

新施設建設地クリーンセンター 

敷地内東側が建設地 


